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は じ め に 

本市では平成30年３月に「弥富市障がい者計画」及び

「第５期弥富市障がい福祉計画」に「第１期弥富市障が

い児福祉計画」を加えた計画を策定し、障がい者の自立

支援や社会参加の推進など、様々な障がい福祉サービス

の充実に取り組んでまいりました。 

このたび「弥富市障がい者計画」は中間期を迎え、また

その他の計画は期間が満了することからそれぞれ見直しを行い、令和５年度まで

の３年間を計画期間とする「第６期弥富市障がい福祉計画」と「第２期弥富市障

がい児福祉計画」を新たに策定しました。 

障がい者を取り巻く環境は大きく変化し、国においては障害者基本法や障害者

総合支援法等の改正も行われ、今日まで制度の体制整備が図られてきましたが、

障がいの有無にかかわらず、全ての方々が安心して生活できる環境づくりのため

には、まだまだ解決しなければならない課題も多く残されています。これらの問

題解決に向け、関係機関や関係団体と連携し、地域全体で改善に取り組み、市の

基本理念である「共に認め、支え合うまち、その人らしく活きるを支援する・弥

富」の実現を目指し、誰もが暮らしやすく優しさを持って繫がるまちづくりを推

進してまいりますので、今後ともご理解とご協力をお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、コロナ禍にもかかわらず、多大なご尽力をい

ただきました弥富市障がい者計画等策定委員の皆様をはじめ、アンケート調査や

障がい者関係団体等とのヒアリングにおいて貴重なご意見をお寄せいただいた多

くの市民、関係者の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

令和３年３月 

弥富市長 安 藤 正 明 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

障がい福祉施策をめぐっては、平成23（2011）年８月に「障害者基本法」が改正さ

れ、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合う共生社会の実現を目指して、障がい者の自立及び社会参加の支援等のための施

策を総合的かつ計画的に推進することが定められました。更に、平成30（2018）年４

月には「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援

法）及び児童福祉法の一部を改正する法律」が施行され、障がいのある人が自らの望む地

域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の充実を図るとともに、

高齢の障がい者による介護保険サービスの円滑な利用を促進するための見直し、障がい児

支援のニーズの多様化にきめ細かに対応するための支援の拡充等、サービスの質の確保及

び向上を図るための環境整備が進められています。 

加えて、平成28（2016）年４月には「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（障害者差別解消法）」の施行、令和元（2019）年６月には「障害者の雇用の促進

等に関する法律（障害者雇用促進法）」の改正、令和２（2020）年５月には「高齢者、

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」の改正が行われるな

ど、障がいのある人を取り巻く多くの法整備が行われています。 

弥富市（以下、「本市」という。）においては、平成30（2018）年３月に障害者基本

法に基づく「弥富市障がい者計画」、障害者総合支援法に基づく「第５期弥富市障がい福

祉計画」、及び児童福祉法に基づく「第１期弥富市障がい児福祉計画」を策定し、障がい

者施策を総合的に推進してきました。 

弥富市障がい者計画は、平成30（2018）年度から令和５（2023）年度までの６年

間を計画期間としており、中間年度である令和２（2020）年度を迎えたため、計画の見

直しを図ります。また、第５期弥富市障がい福祉計画・第１期弥富市障がい児福祉計画は、

令和２（2020）年度までを計画期間としており、この度計画期間の満了を迎えることか

ら、新たに第６期弥富市障がい福祉計画・第２期弥富市障がい児福祉計画を策定します。 

弥富市障がい者計画・第６期弥富市障がい福祉計画・第２期弥富市障がい児福祉計画（以

下、「本計画」という。）の策定にあたっては、社会環境の変化や国の制度改正、本市の障

がい者を取り巻く環境の変化、並びにアンケート結果等に基づく課題やニーズ等を踏まえ

て策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

「弥富市障がい者計画」は、障害者基本法第11条第３項に基づく市町村障害者計画で

あり、国の「障害者基本計画」を基本として策定するものです。障がい福祉サービスの提

供体制の整備に加え、保健・医療や教育、社会参加、災害時の支援等、本市の障がい者施

策の総合的な展開・推進を図るための計画です。 

一方、「弥富市障がい福祉計画」は、障害者総合支援法第88条第1項に基づく市町村障

害福祉計画で、障害者総合支援法に規定する障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活

支援事業の提供体制の確保に関する事項等を定める、実施計画として位置づけられます。 

また、「弥富市障がい児福祉計画」は、児童福祉法第33条の20第1項に基づく市町村障

害児福祉計画で、児童福祉法に規定する障がい児通所支援及び障がい児相談支援の提供体

制の確保に関する事項等を定める実施計画として位置づけられます。 

■ 障害者基本法における市町村障害者計画の位置づけ 

第 11条 

第 3項 

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、
当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者の
ための施策に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

■ 障害者総合支援法における市町村障害福祉計画の位置づけ 

第 88条 

第１項 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他こ
の法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画を定めるものとする。 

■ 児童福祉法における市町村障害児福祉計画の位置づけ 

第 33条の 20 

第１項 

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供
体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関す
る計画を定めるものとする。 

 

本計画は、「弥富市総合計画」の部門別計画として、「弥富市子ども・子育て支援事業計

画」等、他の関連計画との整合性を図って策定します。 

国の「基本指針」では、令和５（2023）年度を目標年度とする成果目標を設定するほ

か、令和５（2023）年度までの各年度における障がい福祉サービス、相談支援、地域生

活支援事業、障がい児通所支援及び障がい児相談支援の種類ごとの必要な量の見込み並び

にその見込量の確保のための方策、その他必要な事項を定めるよう規定されています。 

本市では、国の「基本指針」を踏まえ、「第６期弥富市障がい福祉計画」と「第２期弥

富市障がい児福祉計画」を一体的に策定します。  
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３ 計画の期間 

本計画の期間として、障害者基本法に基づく「障がい者計画」は平成30（2018）年

度から令和５（2023）年度までの６年間、障害者総合支援法に基づく「障がい福祉計画」

と児童福祉法に基づく「障がい児福祉計画」は令和３（2021）年度から令和５（2023）

年度までの３年間とします。 

 

計画名 
平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

障がい者計画          

障がい福祉計画          

障がい児福祉計画          

 

  

弥富市子ども・子育て支援事業計画 

介護保険事業計画・高齢者福祉計画 等 

弥富市総合計画 

関連計画 

 

弥富市障がい者計画 

第６期弥富市障がい福祉計画・ 
第２期弥富市障がい児福祉計画 

整合性 

国：障害者基本計画 
障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針 

県：愛知県障害者計画 
愛知県障害福祉計画・障害児福祉計画 

第１期 第２期 

第６期 第５期 第４期 

前計画 本計画 
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４ 障がい福祉施策をめぐる動向 

（１）国の動向 

年 月 法改正 

平成 30年 

４月 

障害者総合支援法及び児童福祉法 改正 

施設やグループホームを利用していた人を対象とする定期巡回・随時対応サービス（自

立生活援助）の創設をはじめ、重度訪問介護の訪問先の拡大、医療的ケアを要する障が

い児について自治体に保健・医療・福祉連携を促すこと等が示されました。また、障がい

児のサービス提供体制の計画的な構築を図るため、都道府県及び市町村は、障がい児

福祉計画を策定することが義務付けられました。 

平成 30年 

５月 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法） 改正 

高齢者、障がい者等の円滑な移動及び施設の利用を確保するために必要な協力をす

るよう努めること等が国民に対し定められました。更に、令和２年５月にも改正が行われ、

令和３年４月に施行されます（一部の規定は、令和２年６月施行）。この改正により、公共

交通事業者等の施設設置管理者における取組の強化等が定められました。 

平成 30年 

６月 

障害者による文化芸術活動の推進に関する法律 施行 

障がい者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するこ

とにより、文化芸術活動を通じた障がい者の個性と能力の発揮及び社会参加の促進を図

ることが定められました。 

令和元年 

６月 

障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）改正 

国及び地方公共団体は、自ら率先して障がい者を雇用するように努めることが明確化さ

れました。加えて、障がい者である職員がその有する能力を有効に発揮し、職業生活にお

いて活躍することの推進に向けた取組を実施することができるよう、障害者活躍推進計画

を定めることとされました。更に、短い時間であれば働くことができる障がい者を雇用する事

業主に対する支援として、新たに「特例給付金」が支給されることとなりました。 

令和元年 

６月 

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律 施行 

視覚障がい、発達障がい、肢体不自由その他の障がいにより書籍など視覚による表現

の認識が困難な人の、読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進することが定められま

した。 
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（２）愛知県の動向 

年 月 条例・制度の制定 

平成 27年 

12月 

愛知県障害者差別解消推進条例 制定 

平成 28年 4月施行の障害者差別解消法の趣旨を周知し、県民各層の差別の解消推

進への気運を高め、障害を理由とする差別の解消の推進を図ることを目的として定められ

ました。 

平成 28年 

10月 

手話言語の普及及び障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進に関する

条例 施行 

手話言語の普及及び障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進を図る

ことが定められました。 

第５期愛知県障害福祉計画（平成 30年度～令和２年度）において 

新設された取組事項 

○意思決定支援の促進 

障害のある人の自己決定の尊重に基づいて支援を行うよう、相談支援専門員、サービ

ス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の研修、事業者への集団指導等の機会を通じ

て、「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」の普及を図り、県内

事業者等における意思決定支援の質の向上に取り組む。 

○文化芸術活動支援による社会参加等の促進 

「あいちアール・ブリュット障害者アーツ展」の開催や出前講座の実施を通じて、障

害のある人の文化芸術活動の推進を図り、障害のある人の社会参加と自立の促進はもと

より、作品の創作や鑑賞など、障害の有無を越えた交流の機会を通じて、県民の障害に

対する理解の促進に取り組む。 

○障害を理由とする差別の解消の推進 

「障害者差別解消法」及び「愛知県障害者差別解消推進条例」に基づき、相談及び紛

争の防止等のための体制の整備や障害者差別解消支援地域協議会の開催、職員対応要領

の制定と遵守、リーフレット等を活用した各種啓発活動等を通じて、障害を理由とする

差別の解消の推進に取り組む。 

○手話言語の普及及び障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進 

「手話言語の普及及び障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用の促進に関

する条例」に基づき、啓発及び学習の機会の確保や人材の養成等を図り、手話が言語で

あり、その背景にある文化を尊重した普及と、手話や要約筆記、点字等の障害の特性に

応じた多様なコミュニケーション手段の利用の促進に取り組む。  
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○事業所における利用者の安全確保に向けた取組や研修等の充実 

地域共生社会の考え方に基づき、相談支援専門員、サービス管理責任者及び児童発達

支援管理責任者の研修、事業者への集団指導等の機会を通じて、地域と共にある事業所

運営を事業者に働きかけるとともに、利用者が安心してサービスを受けられるよう、権

利擁護※1を含めた職員への研修の充実に取り組む。 

 

                                                                                                                           
※1 権利擁護：自己の権利や援助の必要性を表明することが困難な障がいのある人等に代わって、援助者が代

理として権利や支援獲得を行うとともに、住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らし続けるための支援。 
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第２章 障がい者等の現状と課題 

１ 障がい者等の現状 

（１）障がい者手帳所持者の状況 

令和２年４月１日現在、本市では身体障がい者手帳所持者は1,365人、療育手帳所持

者は343人、精神障がい者保健福祉手帳所持者は429人となっています。障がい者手帳

所持者の推移をみると、身体障がい者手帳所持者は減少傾向、療育手帳及び精神障がい

者保健福祉手帳所持者は増加傾向にあります。 

■ 障がい者手帳所持者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 
R２年度 
構成比 

身体障がい者 1,405 1,403 1,397 1,396 1,363 1,365 97.2 63.9％ 

知的障がい者 280 291 313 304 322 343 122.5 16.0％ 

精神障がい者 254 291 295 338 372 429 168.9 20.1％ 

計 1,939 1,985 2,005 2,038 2,057 2,137 110.2 100.0％ 

※各年度４月１日現在、指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 

  

（単位：人） 

1405 1,403 1,397 1,396 1,363 1,365 

280 291 313 304 322 343 

254 291 295 338 372 429 

1,939 1,985 2,005 2,038 2,057 2,137 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者
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（２）身体障がい者手帳所持者の状況 

① 等級別の状況 

令和２年４月１日現在、身体障がい者手帳所持者のうち、１級は389人、２級は185

人、３級は308人、４級は334人、５級は78人、６級は71人となっています。身体障

がい者手帳所持者の等級別の推移をみると、４級は増加傾向、３級は減少傾向、１級、

２級、５級、６級はほぼ横ばいとなっています。 

令和２年度の等級別構成比をみると、１級と２級を合わせた重度が42.0％、３級と４

級を合わせた中度が47.1％、５級と６級を合わせた軽度が10.9％となっています。 

■ 身体障がい者手帳所持者の等級別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 
R２年度 
構成比 

１級 391 406 412 409 392 389 99.5 28.5％ 

２級 185 182 180 172 176 185 100.0 13.5％ 

３級 386 363 340 330 323 308 79.8 22.6％ 

４級 308 306 311 327 320 334 108.4 24.5％ 

５級 80 80 85 87 81 78 97.5 5.7％ 

６級 69 66 69 71 71 71 102.9 5.2％ 

計 1,419 1,403 1,397 1,396 1,363 1,365 96.2 100.0％ 

※各年度４月１日現在、指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 

  

（単位：人） 

391 406 412 409 392 389 

185 182 180 172 176 185 

386 363 340 330 323 308 

308 306 311 327 320 334 

80 80 85 87 81 78 

69 66 69 71 71 71 

1,419 1,403 1,397 1,396 1,363 1,365 

0

400

800

1,200

1,600

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級
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② 障がいの種類別の状況 

身体障がい者手帳所持者の主な障がい種類別の推移をみると、「視覚」「聴覚・平衡機

能」「内部」は増加傾向、「上肢・下肢・体幹・運動機能」は減少傾向、「言語・音声・そ

しゃく機能」はほぼ横ばいとなっています。 

令和２年度の同手帳の主な障がい種類別の構成比をみると、「上肢・下肢・体幹・運動

機能」（50.2％）が最も高く、次いで「内部」（36.4％）、「聴覚・平衡機能」（6.4％）

となっています。 

■ 身体障がい者手帳所持者の主な障がい種別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 
R２年度 
構成比 

視覚 71 71 76 73 69 76 107.0 5.6％ 

聴覚・ 

平衡機能 
83 81 81 88 92 88 106.0 6.4％ 

言語・音声・ 

そしゃく機能 
20 21 20 20 20 19 95.0 1.4％ 

上肢・下肢・ 

体幹・運動機能 
767 752 736 712 688 685 89.3 50.2％ 

内部 478 478 484 503 494 497 104.0 36.4％ 

計 1,419 1,403 1,397 1,396 1,363 1,365 96.2 100.0％ 

※各年度４月１日現在、指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 

  

71 71 76 73 69 76 
83 81 81 88 92 88 

20 21 20 20 20 19 

767 752 736 712 688 685 

478 478 484 503 494 497 

1,419 1,403 1,397 1,396 1,363 1,365 

0

400

800

1,200

1,600

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

視覚 聴覚・平衡機能 言語・音声・

そしゃく機能

上肢・下肢・

体幹・運動機能

内部

（単位：人） 
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③ 年齢別の状況 

身体障がい者手帳所持者の年齢別の推移をみると、18歳未満・18歳以上ともに減少

傾向にあります。 

令和２年度の年齢別構成比をみると、65歳以上が73.0％、18～64歳が25.2％、

18歳未満が1.8％となっており、高齢者の占める割合が高くなっています。 

■ 身体障がい者手帳所持者の年齢別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 
R２年度 
構成比 

18歳未満 26 25 26 26 26 24 92.3 1.8％ 

18歳以上 1,393 1,378 1,371 1,370 1,337 1,341 96.3 98.2％ 

計 1,419 1,403 1,397 1,396 1,363 1,365 96.2 100.0％ 

※各年度４月１日現在、指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 

■ 令和２年度における年齢別割合 

（単位：人） R２年度 
R２年度 
構成比 

18歳未満 24 1.8％ 

18～64歳 344 25.2％ 

65歳以上 997 73.0％ 

計 1,365 100.0％ 

 

 

  

（単位：人） 
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24 
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全体

n=1,365 （単位：人） 
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（３）療育手帳所持者の状況 

① 程度別の状況 

令和２年４月１日現在、療育手帳所持者のうち、A（重度）は134人、B（中度）は

97人、C（軽度）は112人となっています。療育手帳所持者の程度別の推移をみると、

いずれの程度も増加傾向にあります。 

令和２年度の程度別構成比をみると、Ａ（重度）が39.1％、Ｂ（中度）が28.3％、

Ｃ（軽度）32.6％となっています。 

■ 療育手帳所持者の程度別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 
R２年度 
構成比 

Ａ（重度） 124 126 134 129 130 134 108.1 39.1％ 

Ｂ（中度） 82 79 83 81 95 97 118.3 28.3％ 

Ｃ（軽度） 77 86 96 94 97 112 145.5 32.6％ 

計 283 291 313 304 322 343 121.2 100.0％ 

※各年度４月１日現在、指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 
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② 年齢別の状況 

療育手帳所持者の年齢別の推移をみると、18歳未満、18歳以上ともに増加傾向にあ

ります。 

令和２年度の年齢別構成比をみると、18歳未満が30.6％、18～64歳が61.8％、

65歳以上が7.6％となっています。 

■ 療育手帳所持者の年齢別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 
R２年度 
構成比 

18歳未満 87 89 92 98 97 105 120.7 30.6％ 

18歳以上 196 202 221 206 225 238 121.4 69.4％ 

計 283 291 313 304 322 343 121.2 100.0％ 

※各年度４月１日現在、指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 

■ 令和２年度における年齢別割合 

（単位：人） R２年度 
R２年度 
構成比 

18歳未満 105 30.6％ 

18～64歳 212 61.8％ 

65歳以上 26 7.6％ 

計 343 100.0％ 
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（４）精神障がい者保健福祉手帳所持者の状況 

① 精神障がい者保健福祉手帳所持者及び公費負担通院者の状況 

令和２年４月１日現在、精神障がい者保健福祉手帳所持者のうち、１級（重度）は60

人、２級（中度）は262人、３級（軽度）は107人となっています。精神障がい者保健

福祉手帳所持者の程度別の推移をみると、いずれの程度も増加傾向にあります。 

令和２年度の等級別構成比をみると、１級（重度）が14.0％、２級（中度）が61.1％、

３級（軽度）が24.9％となっています。 

公費負担による通院者（精神通院）も年々増加しており、令和２年４月１日現在では

947人となっており、平成27年度に比べ、257人増となっています。 

■ 精神障がい者保健福祉手帳所持者の程度別の推移及び公費負担による通院者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 
R２年度 
構成比 

１級（重度） 28 40 32 42 45 60 214.3 14.0％ 

２級（中度） 167 181 188 211 224 262 156.9 61.1％ 

３級（軽度） 59 70 75 85 103 107 181.4 24.9％ 

計 254 291 295 338 372 429 168.9 100.0％ 

公費負担に 
よる通院者 

690 710 718 780 834 947 137.2 - 

※各年度４月１日現在、指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 
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② 精神障がい者保健福祉手帳所持者の年齢別の状況 

精神障がい者保健福祉手帳所持者の年齢別の推移をみると、18歳未満、18～64歳、

65歳以上のいずれも増加傾向にあります。 

令和２年度の年齢別構成比をみると、18歳未満が3.3％、18～64歳が75.7％、65

歳以上が21.0％となっています。 

■ 精神障がい者保健福祉手帳所持者の年齢別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日現在） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 
R２年度 
構成比 

18歳未満 3 12 12 13 12 14 466.7 3.3％ 

18～64歳 215 233 223 256 283 325 151.2 75.7％ 

65歳以上 36 46 60 69 77 90 250.0 21.0％ 

計 254 291 295 338 372 429 168.9 100.0％ 

※各年度４月１日現在、指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 
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（５）医療受給者数の状況（難病等の状況） 

令和元年度の医療受給者数をみると、特定疾患は291人で平成27年度と比較して４

人減少、小児慢性特定疾患は38人で平成27年度と比較して１人減少となっています。 

■ 医療費受給者数（年度内決定者数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：津島保健所（各年度内決定者数） 

 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 指数 
R１年度 
構成比 

特定疾患 295 307 287 294 291 98.6 88.4％ 

小児慢性特定疾患 39 34 35 38 38 97.4 11.6％ 

計 334 341 322 332 329 98.5 100.0％ 

※指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和元年度の値を示す。 
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（６）発達に課題のある未就学児の状況 

令和２年４月1日現在、発達に課題のある（疑いのある）児童の市内保育所入所児数

は83人、市内認定こども園在籍園児は７人となっています。 

また、令和２年５月1日現在、のびのび園（母子通園施設）へ通園する園児は11人、

交流に参加する園児は12人となっています。 

■ 発達に課題のある（疑いのある）児童の保育実施状況の推移 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 

入所児数 180 201 182 154 61 83 46.1 

資料：児童課（各年４月１日） 

※指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 
 

■ 発達に課題のある（疑いのある）在籍園児数の推移 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 

在籍園児数 1 1 2 不明 不明 不明 - 

認定こども園 11 16 19 3 2 7 63.6 

資料：学校教育課・児童課（各年５月１日） 

※指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 

 

■ のびのび園（母子通園施設）通園人数 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 

在籍児 
（火曜～ 
金曜日 
通園） 

５月１日 
現在 

7 5 12 11 8 11 157.1 

３月 31日 
現在 

18 20 19 15 15 - （83.3） 

交流児 
（月曜日 
交流のみ 
参加） 

５月１日 
現在 

5 9 18 13 16 12 240.0 

３月 31日 
現在 

14 17 15 16 17 - （121.4） 

資料：児童課 

※指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 

（  ）は平成 27年度を 100 とした場合の令和元年度の値を示す。 
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（７）特別支援教育の状況 

令和２年５月1日現在、特別支援学校へ通学する児童・生徒は、19人となっています。

市内小学校の特別支援学級は24学級、児童数は78人、市内中学校の特別支援学級は９

学級、生徒数は31人となっています。 

■ 特別支援学校通学児童・生徒数の推移 

（単位：人） 学年 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 増減 

小学部 

１年 2 3 3 2 1 1 -1 

２年 1 1 3 3 2 1 0 

３年 1 0 1 3 3 2 1 

４年 1 1 0 2 3 3 2 

５年 2 1 2 0 2 3 1 

６年 4 2 1 2 0 2 -2 

中学部 

１年 5 7 3 2 3 2 -3 

２年 4 6 7 3 2 3 -1 

３年 4 4 6 6 3 2 -2 

合計 24 25 26 23 19 19 -5 

資料：学校教育課（各年５月１日） 

※各年度５月１日現在、増減は平成 27 年度と令和２年度の差。上記の人数は、弥富市から佐織特別支援学校、一

宮特別支援学校、名古屋特別支援学校、港特別支援学校等に通学している児童・生徒の合計。 

 

■ 特別支援学級の学級数と児童・生徒数の推移 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R２年度 指数 

小学校 
学級数 19 20 21 24 24 24 126.3 

児童数 53 65 78 83 92 78 147.2 

中学校 
学級数 6 6 6 6 9 9 150.0 

生徒数 22 21 18 12 22 31 140.9 

資料：学校教育課（各年５月１日） 

※指数は平成 27年度を 100 とした場合の令和２年度の値を示す。 
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（８）その他各種受給者の状況 

主な経済的支援受給者数、育成医療及び更生医療の受給者数は以下のとおりとなって

います。 

■ 主な経済的支援受給者数等の推移 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 増減  

特別障がい者
手当 

受給者数 27 31 33 28 26 -1 
※各年度 
８月１日 
現在 

障がい児 
福祉手当 

受給者数 18 17 16 17 18 0 
※各年度 
８月１日 
現在 

特別児童 
扶養手当 

受給者数 75 84 83 82 82 7 
※交付申請の 
数字 12月 
末日現在 

心身障がい者 
扶養共済制度 

加入 

加入者数 18 18 18 17 17 -1 
※各年度 
３月末日 
現在 

受給者数 8 8 8 7 7 -1 
※各年度 
３月末日 
現在 

資料：福祉課・児童課 

※増減は令和元年度と平成 27年度の差。 

 

■ 育成医療及び更生医療の受給者数の推移 

（単位：人） H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 増減 

育成医療受給者数 13 6 6 8 9 -4 

更生医療受給者数 38 32 29 33 31 -7 

計 51 38 35 41 40 -11 

資料：福祉課 

※増減は令和元年と平成 27年度の差。 

※年度内決定者数。 
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２ アンケート調査実施の概要 

（１）調査の目的 

現行の「弥富市障がい者計画・第5期弥富市障がい福祉計画・第1期弥富市障がい児福

祉計画」の内容を見直し新たな計画を策定するための基礎資料として、障がい者福祉に

関するアンケートを実施しました。 

（２）調査の種類と実施方法 

調査の種類と実施方法は以下のとおりです。 

 

調査票「福祉に関するアンケート」 

 

調査対象者 
本市に居住する身体障がい者手帳・療育手帳・精神障がい者保健福祉手帳
の所持者から無作為抽出 

調査票配布数 1,914人 

調査期間 令和２年６月 17日～令和２年６月 30日 

調査方法 郵送による配布・回収 

（３）調査票の配布と回収状況 

調査による配布・回収状況は以下のとおりです。 

 

 配布数（件） 回収数（件） 回収率（％） 

福祉に関するアンケート 1,914 1,003 52.4 

 

※主な調査結果は資料編116～127頁を参照 
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３ ヒアリング実施の概要 

（１）調査の目的 

現行の「弥富市障がい者計画・第5期弥富市障がい福祉計画・第1期弥富市障がい児福

祉計画」の内容を見直し新たな計画を策定するための基礎資料として、関連団体等（市

内の障がい者団体、ボランティアグループ、事業者等）に対して障がい者施策に関する

現状や今後の展望についてヒアリングを実施しました。 

（２）調査方法 

日 時：令和２年８月５日（水） 

場 所：弥富市役所 

団体数：下記の10団体 

 

団体名 団体名 

① 弥富市身体障害者福祉会 ⑥ すっこっこの会 

② 弥富市心身障害児（者）父母の会 
「ひまわり会」 

⑦ 株式会社 U-Say ガジュマル 

③ きんぎょ草 ⑧ 弥富音訳の会 

④ 点訳の「ありんこ」 ⑨ 手話サークル“やとみ” 

⑤ でこぼこクラブ 
⑩ 株式会社主人公 

（風の子びれっじ、風の子スクエア） 

 

方 法：各団体に事前に調査シートを配布、記入していただき、当日は記入内容に沿っ

てヒアリングを実施。 

 

※ヒアリング結果は資料編128～133頁を参照 
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４ 障がい者施策の課題 

障がい者制度改革の方向、障がい者のニーズ等を踏まえると、本市の障がい者施策の課

題は次の７つに整理・集約されます。 

課題１ 住み慣れた地域で安心して暮らせる環境の充実 

施設や病院への入所・入院から地域生活への移行が課題となっており、障がいの有無

にかかわらず、住み慣れた地域で安心して暮らせる環境の充実が求められています。 

そのため、地域生活への移行支援や、在宅生活を継続していくための居住支援サービ

スや住宅改修の推進、住まいの場のひとつであるグループホームの整備を進める必要が

あります。 

課題２ 障がい児への支援体制の整備 

障がいのある子どもの発達段階に応じて、関係機関が連携して、一人ひとりのニーズ

に対応した療育が提供できる体制の整備と、乳幼児期における早期対応、学校卒業後の

自立や社会参加に向けた適切な支援等の必要性から、障がいのある子どもや保護者に対

する一貫した相談支援を推進する必要があります。 

また、学校・施設等における障がい児一人ひとりの能力や特性に応じたきめ細かな支

援体制の整備、療育及び教育に係る職員の資質の向上に努める必要があります。更に、

学校教育の場において、福祉実践教室を通して、障がいのある人との交流機会の提供や、

共同学習などを行い、障がいについて理解し合える福祉教育の更なる充実が求められて

います。 

課題３ 障がい者が働きやすい雇用環境づくり 

障がいのある人が地域の中で生きがいを持ち、経済的に自立した生活を営むために、

障がい特性やニーズに応じた多様な働き方を選択できる環境づくりが求められています。

そのため、個々の状況に合った仕事に就くための支援の充実や、収入面でも生活の一端

を支えることができるより良い就労環境づくりを企業へ働きかけるなどの取組が必要で

す。また、一般就労への移行促進や障がい者雇用の促進、加えて職場での支援体制の充

実も課題となっています。 

課題４ 社会参加促進のための支援 

障がいのある人が地域の行事や活動等に参加できるよう、外出支援や公共交通施策、

公共施設をはじめとするバリアフリー化の更なる充実が求められます。また、障がいの

ある人の社会参加を促進するため、障がい者団体や関係機関との連携を強化し、ライフ

ステージに応じた切れ目のない支援体制を構築するとともに、障がいのある人もない人

も、全ての市民が相互に理解を深めることができるよう、障がいに関する知識の普及啓

発や交流の場の充実を図る必要があります。 
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課題５ 福祉サービスの充実と相談支援体制の整備 

障がいのある人が支援を必要とする分野は、生活支援、就労、保健・医療、療育・教

育など多岐にわたり、障がいのある人を取り巻く環境は多様化・複雑化しています。ニー

ズに応じて必要なサービスを受けられるよう、障がい福祉サービス・各種助成制度の拡

充や利用に関する情報提供の充実、利用時の手続きの利便性の確保、サービス提供事業

者の充実を図る必要があります。 

また、障がいのある人の個々の状況に応じた相談支援体制の充実や相談窓口にて対応

する職員等の資質の向上を図り、困りごとを気軽に相談できる体制を整備していく必要

があります。 

課題６ 災害対策等の支援の充実 

近年、震災や豪雨などの災害が各地で発生しており、障がいのある人の災害時の避難

方法や避難時の支援の充実が課題となっています。災害時に支援が必要な障がいのある

人を把握するため、災害時要援護者（避難行動要支援者）登録制度の周知を図るととも

に、関係機関や地域住民との連携を図り、災害時要配慮者の把握、支援方法の明確化な

ど情報共有できる体制づくりが求められます。災害対策ノートなどのマニュアルを作成

し、日頃から災害に備えることができるような対策や、視覚障がいのある人、聴覚障が

いのある人、盲ろう者の人などが災害情報、避難情報を確実に得られるよう配慮した情

報伝達の仕組みづくりなどの対策を推進する必要があります。 

また、避難所においては、様々な障がいのある人が避難することを想定し、避難所の

バリアフリー化、非常用電源の確保など必要とされる備品、物資や医薬品の備蓄など、

それぞれの障がいの特性に応じた避難所の整備を推進していく必要があります。 

課題７ 権利擁護に関する法律や制度等の周知徹底 

障害者差別解消法や障害者虐待防止法等の障がいのある人の権利擁護に関する法整備

が進められている一方で、現状ではこれらの法律の周知は十分に進んでいません。法律

を知ることで、日常生活の中でどのようなことが権利侵害にあたるのかを理解すること

ができ、人権を尊重した態度や行動を実践するきっかけとなるため、障がいのある人だ

けにとどまらず、広く周知できるよう関係機関や関係団体等と連携を図り、啓発活動を

促進する必要があります。 

また、成年後見制度については、「自己決定権の尊重」「残存能力の活用」「ノーマライ

ゼーション※2」という基本理念を認識したうえで、制度内容の周知・普及に努め、制度

の利用促進を図るとともに、利用希望者が円滑に制度を利用できるよう支援する必要が

あります。 

 

                                                                                                                           
※2 ノーマライゼーション：障がい者を特別視するのではなく、障がいのある人もない人も誰もが個人の尊厳

が重んじられ、地域の中で同じように生活を営める社会が通常（ノーマル）であるとする考え方。 
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共に認め、支え合うまち、 

その人らしく活きるを支援する・弥富 

 

第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念 

本市は、「その人の障がいがどのようなものであろうとも、人間の尊厳はいささかも損

なわれるものではなく、その人格と生命は最大限に尊重されなければならない。また、障

がいのある人が家族とともに地域社会の中に包含され、障がいの有無にかかわらず、すべ

ての人が“ともに生きる”社会の形成ということが、障がい者福祉のあり方の基本である。」

との考え方を基調としてきました。 

障がいのある人や高齢者等、社会的な障壁がある人も、あるがままを、お互いに認め合

い、尊重し、共に支え合いながら、全ての人が同等の権利を享受し生活できる『ノーマラ

イゼーション』の社会の実現を目指します。 

更に、障がいには、その人だけの大切な個性が含まれており、障がいがあることで、健

常者が気づかないことに気づけることもあります。 

障がいのある人の声に耳を傾け、障がいのある人とともに歩んでいくことで、お互いに

補い、支え合っていきます。 

持てる力を最大限に活かし、障がいを補う力を身につけ、自立した生活を送れるよう、

心理的、社会的分野等、様々な分野の社会的障壁を取り除きます。 

機能の回復・維持のための医学的リハビリテーションを充実し、人権を擁護し、その人

らしく活きるを支援します。 
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２ 計画の基本目標 

「共に認め、支え合うまち、その人らしく活きるを支援する・弥富」の実現に向けて、現

状の課題等を踏まえ、今後の制度改革に関わる動向に注視しながら、次の７つを基本目標

として、施策の展開を図っていきます。 
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３ 計画の施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住居の確保・改善へ

の支援 

●防災、防犯対策の推進 

●芸術・文化・余暇活動の振興 

●  

●障がい者団体の育成・自主グルー

プ等の活動支援 

●情報提供の充実 

●コミュニケーション支援の充実 

●年金制度・各種手当制度の周知 

●一貫した相談支援体制の整備 

●障がいの早期発見・早期療育の 

推進 

●障がい児保育の充実 

●特別支援教育の充実 

●健康づくり事業の推進 

●  

●経済的負担の軽減 

●福祉用具の普及促進と利用支援 

基本施策 

共
に
認
め
、
支
え
合
う
ま
ち
、
そ
の
人
ら
し
く
活
き
る
を
支
援
す
る
・
弥
富 

１ 相談体制の充実と 

障がい福祉サービス 

の充実 

●訪問系サービスの充実 

●日中活動系サービスの充実 

●生活支援の推進 

●適切な施設サービスの推進 

●市職員の資質の向上、専門職の 

養成・確保 

障がい福祉サービス

の充実 
基
本
理
念 

具体的施策 

●福祉的就労の支援 

●一般就労の拡大 

●相談支援体制の強化 

●権利擁護の推進 

●虐待等の防止 

●住居の確保・改善 

●グ ループ ホーム 等居住 支 援 

サービスの充実 

●啓発・広報活動の充実 

●福祉教育等の推進 

●ボランティア活動への支援 

●建築物のバリアフリー化の推進 

●公共交通機関、歩行空間等の 

バリアフリー化の推進 

相談体制の充実 

安全・安心の確保 

社会参加の促進 

基本目標 

情報提供とコミュニ 

 

制度等の周知 

療育及び教育の充実 

健康づくりの推進 

医療負担及び障がい

の軽減への支援 

就労への支援 

権利の擁護 

心のバリアフリー化 

生活環境のユニバー 

 

２ 緊急時の安全・安心 

確保と社会参加の 

促進 

３ コミュニケーション 

支援の充実 

４ 共生社会に向けた 

療育・教育、保健・ 

医療の充実 

５  

 

６ 差別・虐待の防止、 

権利擁護の推進 

７  

の推進 
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４ 障がい福祉サービス等の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援法 

 

指定障がい福祉サービス 
 

≪必須事業≫ 

○理解促進研修・啓発事業 

○自発的活動支援事業 

○相談支援事業 

○成年後見制度利用支援 

事業 

○成年後見制度法人後見 

支援事業 

○意思疎通支援事業 

○日常生活用具給付等事業 

○手話奉仕員養成研修事業 

○移動支援事業 

○地域活動支援センター 

機能強化事業 

≪任意事業≫ 

○日中一時支援事業 

○訪問入浴サービス事業 

○社会参加支援事業 

地域生活支援事業 

 

○居宅介護 

○重度訪問介護 

○同行援護 

○行動援護 

○重度障がい者等包括 

支援 

訪問系サービス 
 

○生活介護 

○自立訓練 

 （機能訓練・生活訓練） 

○就労移行支援 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

○就労定着支援 

○療養介護 

○短期入所（ショートステイ） 

日中活動系サービス 

 

○計画相談支援  ○地域移行支援  ○地域定着支援 

相談支援 

 

○自立生活援助 

○共同生活援助 

（グループホーム） 

○施設入所支援 

居住系サービス 

 

児童福祉法 

 

○児童発達支援 

○医療型児童発達等支援 

○放課後等デイサービス 

○居宅訪問型児童発達支援 

○保育所等訪問支援 

障がい児通所支援 
 

○障がい児相談支援 

相談支援 

 

○福祉型障がい児入所施設 

○医療型障がい児入所施設 

障がい児入所支援 

障がいのある人 
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第４章 障がい者計画の施策展開 

平成23（2011）年８月に改正された障害者基本法では、「全ての国民が、障害の有無

にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるもので

ある」との理念に基づき、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と

個性を尊重し合う共生社会の実現を目指すことが規定されました。 

また、平成30（2018）年４月には、共生社会の実現に向け、障がいのある人が自ら

の決定に基づき社会のあらゆる活動に参加し、その能力を最大限発揮して自己実現できる

よう支援することを目的として、国の第４次障害者基本計画が策定されました。その中で

は、当事者本位の総合的・分野横断的な支援、複合的な課題や障がい特性等に配慮したき

め細かい支援、社会全体における「心のバリアフリー化」の取組等の推進を図ることとな

りました。 

本市においても、「その人の障がいがどのようなものであろうとも、人間の尊厳はいさ

さかも損なわれるものではなく、その人格と生命は最大限に尊重されなければならない。

また、障がいのある人が家族とともに地域社会の中に包含され、障がいの有無にかかわら

ず、すべての人が“ともに生きる”社会の形成ということが、障がい者福祉のあり方の基

本である。」との考え方を基調として、これまで国の制度改正や障がいのある人を取り巻

く社会情勢の変化を踏まえつつ、障がい者施策を総合的かつ計画的に推進してきました。 

本計画では、計画の基本理念「共に認め、支え合うまち、その人らしく活きるを支援す

る・弥富」に基づき、７つの基本目標に関連する多様な施策を一体的に展開していきます。 
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基本目標１ 相談体制の充実と障がい福祉サービスの充実 

基本施策１-１ 相談体制の充実 

障がいのある人が住み慣れた地域で自立して暮らしたいという希望を実現していくた

めに、障がいのある人やその家族が適切なサービスを利用できるよう、気軽に身近なとこ

ろで、専門的で総合的な相談体制を確保することが重要です。そして、ニーズに応じて、

適切な支援へとつないでいく必要があります。 

相談支援事業については、中立・公平の観点から評価され、地域の関係機関と連携強化

を図る必要があります。権利擁護や福祉サービス利用に関する、利用者等からの声に耳を

傾け、苦情の解決を図り、福祉サービスを適切に活用できる仕組みの充実が求められてい

ます。そのために地域生活支援拠点等の整備について検討し相談体制の充実を図ります。 

（１）相談支援体制の強化 

障がいのある人やその家族の多様化する相談内容に対応し、身近なところで専門的か

つ総合的な相談が受けられるよう、相談支援体制の充実を図ります。 

更に、海部南部障害者自立支援協議会の部会等の見直しを図り、障がいのある人に対

する相談機能の充実を図ります。 
 

施策① 相談事業 

内 容 

▶障がいのある人の福祉に関する相談に応じ、必要な情報の提供、助言、障が

い福祉サービスの利用等の支援や、虐待の防止・早期発見のための関係機関

との連絡調整、権利擁護のために必要な支援の充実を図ります。 

▶新たな相談支援事業所の誘致を積極的に進めます。 

担当課 福祉課 

 

施策② 海部南部障害者自立支援協議会の機能充実 

内 容 

▶令和元年度に協議会の中でプロジェクトチームを発足させ、地域生活支援拠

点の機能のうち、主に緊急時の受け入れ・対応について障がい福祉事業所や

介護保険事業所の関係者とワークショップを行い、ニーズや課題の整理など

を行いました。そこから出た意見から、居室確保事業実施要綱の制定や、介

護保険事業所を対象とした障がい福祉サービス事業所見学会などの取り組

みにつながりました。 

▶今後もプロジェクトチーム等を活用し、地域の課題についてスピード感を

持って取り組みます。 

担当課 福祉課 
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基本施策１-２ 障がい福祉サービスの充実 

障がいのある人が主体的かつ適切にサービスを選択し、利用することができるよう、本

人やその家族等の生活全般にわたる様々な相談、福祉サービスや事業所に関する情報等を

総合的に提供できる体制を充実します。 

障がいのある人の多様なニーズに応えることができるよう、相談支援専門員による的確

なサービス利用計画が作成される体制と、地域生活を支える福祉サービスの基盤を整備す

るとともに、民間活力を利用し多様なサービス供給事業者の誘致を積極的に行います。 

（１）訪問系サービスの充実 

障がい者が、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、必要な訪問

系サービスを提供します。 
 

施策① 訪問系サービスの充実 

内 容 

▶障がいのある人が自らの能力を活かし、在宅で自立した生活が送れることを

目指して、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障がい者等

包括支援の訪問系各サービスが十分提供されるよう、関係機関や市内外の

サービス事業所と連携を密にしていくとともに、サービスの質の向上を促進

します。 

▶24時間対応の訪問介護事業所の要望があるため、事業所等の誘致を検討し

ます。 

担当課 福祉課 

（２）日中活動系サービスの充実 

障がいのある人が、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、必要

な日中活動系サービスを提供します。 
 

施策① 日中活動系サービスの充実 

内 容 

▶生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援などの各サービスにより、

日中活動の機会の充実を図ります。 

▶精神障がいのある人の居場所がないことから、市社会福祉協議会やボラン

ティア団体等と連携をし、障がいのある人が自由で気軽に寄れる場を提供

し、多くの人にふれあいながら、地域でいきいきと暮らしていくことができ

るように支援を行います。 

担当課 福祉課 
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（３）生活支援の推進 

介助者である家族の高齢化が進む中で、障がいのある人が地域において自立し、安定

した生活を送れるよう、緊急時・災害時の対応を含め日常生活の維持・向上に必要な支

援、介助者の生活の質の向上に必要な支援を行います。 
 

施策① 障がい者デイサービスの実施 

内 容 

▶障がいのある人を対象に送迎を行い、入浴や給食等の各種サービスを提供

し、障がいのある人の自立した生活の助長、心身機能の維持向上等を図り、

家族の身体的及び精神的な負担の軽減を図ります。 

担当課 福祉課 

（４）適切な施設サービスの推進 

24時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへの移行を目指すため、施

設は住まいの場として、主に夜間のケア等を行います。また、やむを得ない事由で、他

に障がいのある人本人の援助等を行うことができない場合に措置を実施し、障がいのあ

る人の生活と安全の確保を図ります。 
 

施策① 施設入所支援 

内 容 

▶施設に入所する障がいのある人に、主として夜間に入浴、排せつ、食事等の

介護や、生活等に関する相談、助言その他の必要な日常生活上の支援を行い

ます。 

担当課 福祉課 

（５）市職員の資質の向上、専門職の養成・確保 

障がいの多様化・複雑化や制度改正の動向に十分対応できるよう、市職員の資質の向

上を図り、専門職の養成・確保に努めます。 
 

施策① 市職員の資質の向上 

内 容 

▶障がいの多様化・複雑化や障がい者福祉制度改正の動向に十分対応できるよ

う、市職員の資質の向上を図るため、各種専門的な研修の受講を積極的に進

めます。 

担当課 福祉課 
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施策② 専門職の養成・確保 

内 容 

▶保健センター、児童課等と連携強化を図り、障がいの多様化・複雑化や障が

い者福祉制度改正の動向に十分対応できるよう、専門職の養成・確保に努め

ます。 

▶新規職員の採用の際にも社会福祉士等の有資格者の雇用を人事担当へ要望

していきます。 

担当課 福祉課 

  



弥富市 

40 

基本目標２ 緊急時の安全・安心確保と社会参加の促進 

基本施策２-１ 安全・安心の確保 

本市では、地震等の災害の発生に備え、「弥富市地域防災計画」を策定し、総合的かつ

計画的に防災対策を進めています。 

災害時要配慮者の支援については、「避難行動要支援者向けマニュアル（仮称）」を作成

し、住民基本台帳情報、障がい者手帳情報、単身世帯情報等と連携した避難行動要支援者

名簿の管理を進めます。 

避難行動要支援者登録制度の周知を図り、災害時に家族などの援助が困難で何らかの助

けを希望する人について、制度の趣旨を理解し、本人等の同意を得た人の避難行動要支援

者名簿を作成し、民生委員等と連携しながら、名簿の更新を行い、消防団、自主防災組織、

自治会、地域コミュニティに情報提供ができるよう関係機関と調整を進め、普段からの見

守りと災害が発生したときに支援が得られる「仕組みづくり」を地域で行えるように進め

ていきたいと考えています。 

アンケート調査結果をみると、障がいのある人の多くが「避難できない」と回答してい

ます。また、災害時に困ることとして、「安全なところまで、すぐに避難することができ

ない」、「避難所で障がいにあった対応をしてくれるか心配である」、「必要な薬が手に入ら

ない、治療を受けられない」となっています。ヒアリングでも、「災害発生時、高齢者の

避難状況や被災状況は報道で情報を得ることができるが、障がい者についてはどのような

状況で避難所を利用できるかの情報がないため知りたい」「災害時に備えて市と福祉事業

所間で訓練、シミュレーション。福祉避難所の利用シミュレーション訓練開催」との意見

が挙がっています。 

本市では福祉避難所として5か所を指定していますが、引き続き多様な要配慮者の状態

に応じた福祉避難所が設置できるよう各種事業所との調整を図っていく必要があります。 

（１）防災、防犯対策の推進 

障がいのある人を災害と犯罪から守るため、防災、防犯体制の整備を充実させ、安全

な生活の確保を図ります。 
 

施策① 「安心安全カード」の配布・ＰＲ 

内 容 

▶外出先で不慮の事故や災害に遭い、意識不明になったとき等に、身元や連絡

先等をいち早く確認し、適切な救護の手が差し伸べられるよう、氏名や住所、

持病や緊急連絡先等が記載された「安心安全カード」の配布とＰＲに努めま

す。 

▶「ヘルプマーク」の普及・啓発に努めます。 

担当課 介護高齢課、福祉課 
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施策② 家具転倒防止対策の推進 

内 容 

▶危険性を認識しつつも身体的な理由、体力的な問題から自らにおいて家具等

の固定作業が困難であり、また、いざ災害が発生した場合において、素早い

避難行動が困難な障がい者等を対象として家具転倒防止器具の設置費用の

助成を推進します。 

担当課 防災課 

 

施策③ 避難行動要支援者向けマニュアルの作成 

内 容 

▶避難行動要支援者が災害発生前に必要な準備や、本市の役割、地域の組織・

団体等による避難行動要支援者の避難支援対策等を具体的に示すため、「避

難行動要支援者向けマニュアル（仮称）」を策定します。 

担当課 福祉課、防災課 

 

施策④ 災害時の要支援者対策の体制づくり 

内 容 

▶避難行動要支援者名簿を作成して、自主防災組織、消防団や民生委員、自治

会、地域コミュニティと連携し、平常時からの声掛けや見守り、災害が発生

したときに支援が得られる「仕組みづくり」を進めていきます。 

担当課 福祉課、防災課 

 

施策⑤ 災害時ボランティアコーディネーターの確保 

内 容 

▶災害発生時にボランティアが効率的に活動できるように、市社会福祉協議会

と連携して、ボランティアコーディネーター養成講座を開催します。 

▶災害ボランティアの活動環境の維持と整備を図ります。 

担当課 防災課、社会福祉協議会 

 

施策⑥ 福祉避難所の環境整備 

内 容 

▶市指定の福祉避難所は、現在５か所（総合福祉センター、十四山総合福祉セン

ター、愛厚弥富の里、輪中の郷、長寿の里・十四山）です。オストメイトト

イレは、総合福祉センター、弥富中学校、日の出小学校に設置しています。 

▶障がいのある人の避難所は、ヒアリングでも課題として出されました。多様

な要援護者の状態に応じた福祉避難所が設置できるよう定期的に担当者会

議を開催し、各種事業所との調整を図ります。 

担当課 福祉課、防災課 

 

施策⑦ 防火・防災に関する知識・技術の普及啓発 

内 容 

▶障がいのある人、障がい者福祉施設、関係団体に対して、自助により災害時

に適切な行動がとれるよう、更には自主防災組織や消防団等との連携につい

て支援し、知識・技術の普及啓発に努めます。 

担当課 防災課 
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基本施策２-２ 住居の確保・改善への支援 

障がいのある人が地域で自立した生活を営むために、その基盤となる住宅の確保・充実

が重要です。 

既存住宅の改造は、現在、住宅改修費給付事業や生活福祉資金貸付制度による援助があ

りますが、制度の周知徹底を図っていく必要があります。また、施設等から地域生活に円

滑に移行するため、グループホーム等の確保が必要となっています。現在本市では、令和

３年３月現在市内に３か所整備されていますが、アンケート調査やヒアリングでも親亡き

後の生活の場としてグループホームの整備を望む声が多数ありました。今後も社会福祉法

人や民間事業所の協力を得ながら整備を進めていく必要があります。 

（１）住居の確保・改善 

障がいのある人が地域で自立した生活を送れるよう、住居の確保・改善を推進します。 
 

施策① 住宅改修の推進 

内 容 

▶在宅の身体障がい者等を対象に、住宅の段差の解消や手すりの設置等住宅の

改修に要する費用の一部を助成し、安心して快適に暮らせる住居の整備を促

進します。 

担当課 福祉課 

 

施策② 生活福祉資金（住宅資金）の貸付 

内 容 ▶市社会福祉協議会において、必要な資金の貸し付けを行います。 

担当課 社会福祉協議会 

（２）グループホーム等居住支援サービスの充実 

施設等へ入所している障がいのある人が地域生活へ移行できるよう、また、親亡き後

の生活の不安解消や自立した生活の場を確保するため、グループホーム等の確保を図り

ます。 

 

施策① グループホーム等の確保 

内 容 

▶障がいのある人の地域での自立生活に向けて、関係機関やサービス事業所と

連携し、グループホーム等の暮らしの場の確保に努めます。特に障がい者団

体等のヒアリングで、グループホームの不足を訴える意見が多いことから、

社会福祉法人を始めとした民間活力を支援することにより確保に努めます。 

担当課 福祉課 
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基本施策２-３ 社会参加の促進 

障がいのある人が社会参加し、自己実現を図ることができてはじめて、地域の一員とし

て、その人らしく、豊かさを感じられる生活を送ることができます。しかし芸術・文化・

余暇活動、学習・地域活動等への参加には、依然として制約があります。平成30年６月

には「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が施行され、障がいのある人の個

性と能力の発揮や社会参加の促進がより一層求められています。 

今後は、自由かつ積極的に、芸術・文化・余暇活動、学習・地域活動等の社会活動に参

加できるよう、活動の場の確保・充実に努めていく必要があります。 

（１）芸術・文化・余暇活動の振興 

芸術・文化・余暇活動を促進していくため、活動や発表の場の確保・充実に努めます。 
 

施策① 活動・発表の場の確保 

内 容 
▶障がいのある人を対象にした取組について、福祉課・社会福祉協議会等関係

機関と協議しながら活動・発表の場の提供を推進します。 

担当課 社会福祉協議会、生涯学習課、福祉課 

 

施策② 余暇活動への支援 

内 容 
▶障がいのある人へのレクリエーション事業の開催等、余暇活動への支援を行

います。 

担当課 社会福祉協議会、生涯学習課、福祉課 

（２）参加手段の確保と参加機会の拡大 

社会参加の妨げとなる移動等の問題を緩和または解消し、社会参加の促進を図ります。 
 

施策① 移動支援事業の推進 

内 容 

▶屋外での移動が困難な障がいのある人等に対し、社会生活上必要不可欠な外

出及び余暇活動等の社会参加のための外出における移動を支援し、地域にお

ける自立生活及び社会参加を促進します。 

▶同性介助が原則なため、利用者のニーズの把握を行い、各事業所と協力しな

がら人材確保・育成を行います。 

担当課 福祉課 

 

施策② 自動車運転免許取得・改造費への助成 

内 容 

▶身体障がいのある人の活動範囲の拡大や社会参加につなげるため、障がい者

本人が就労等に伴う自動車の改造や、自動車運転免許取得の経費の一部を助

成します。 

担当課 福祉課 
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施策③ 福祉タクシー利用券の交付 

内 容 
▶重度・中度の障がいのある人に福祉タクシー料金助成利用券を交付し、生活

圏の拡大や社会参加の促進につなげます。 

担当課 福祉課 

 

施策④ 盲導犬・聴導犬・介助犬等の身体障がい者補助犬法の普及啓発 

内 容 

▶令和２年 4月 1日現在、本市に在住の人の利用はありませんが、身体障害

者補助犬法の普及啓発に努め、市民の理解を深めます。 

▶身体障がい者補助犬の利用を促進し、移動手段の確保や社会参加を支援しま

す。 

担当課 福祉課 

 

施策⑤ 郵便等による不在者投票の周知 

内 容 
▶選挙権を適切に行使できるよう、「選挙だより」に郵便（自宅等）で投票す

る不在者投票制度について記載する等、社会参加の促進を図ります。 

担当課 総務課 

 

施策⑥ 公共交通機関の運賃割引制度等の周知 

内 容 
▶公共交通機関の運賃割引制度や、有料道路の料金割引制度について、市の

ホームページ等で周知を図ります。 

担当課 福祉課 

（３）障がい者団体の育成・自主グループ等の活動支援 

障がいのある人の社会参加を促進するため、障がいのある人自らの主体性を尊重し、

活動を支援します。 
 

施策① 障がい者団体の育成 

内 容 
▶障がいのある人の自立と社会参加を促進するため、障がい者団体との連携を

密にし、各団体の研修会等の支援に努めます。 

担当課 社会福祉協議会、福祉課 

 

施策② 自主グループ等の活動支援 

内 容 

▶障がいのある人が地域での活動やまちづくり活動等、様々な活動に参加でき

るよう支援をしていきます。 

▶社会福祉協議会やボランティアグループと連携をとり、精神障がい者の居場

所づくりを進めていきます。 

担当課 社会福祉協議会、福祉課 
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基本目標３ コミュニケーション支援の充実 

基本施策３-１ 情報提供とコミュニケーション支援の充実 

障がいのある人のコミュニケーションには、様々な社会的障壁があります。インター

ネットや携帯電話の普及等により、情報化はかつてない速度で進行しています。新技術は

障がいのある人のコミュニケーション手段として大きな可能性を持っていますが、恩恵を

十分に享受できず、情報弱者として取り残される危険性もあります。ヒアリングの際の意

見でも、「市役所から視覚障がい者宅への郵便物に、どこの課からの発信か分かるように

点字表示してほしい。また、金融機関などでの手続きで視覚障がい者に対する配慮をして

ほしい」「ろう者が手話と口形で情報を得ている中、コロナ禍でマスク使用により、口形

が見えない状況である。手話対応が不可能な場合、イラスト化・文字化で質問内容を伝え

るように周知をお願いしたい」との意見がありました。 

円滑に情報を受信・発信できるように、点字・音声等による情報提供や、手話通訳者等

による支援等を行い、情報技術等を活用した障がいのある人の社会参加を促進します。 

（１）情報提供の充実 

情報の収集にハンディキャップのある視覚・聴覚障がい者に対し、情報提供が迅速か

つ的確に行われるよう努めます。 
 

施策① 障がいに応じた情報提供の充実 

内 容 

▶視覚障がい者に、市のホームページを利用した「声の広報」を、聴覚障がい

者には、市役所窓口に手話通訳者を配置する等、分かりやすく、正確な情報

提供ができるようサービスの充実を図ります。 

▶活字文書を音声で読み上げる機器の普及啓発に努めます。 

担当課 福祉課、社会福祉協議会 

（２）コミュニケーション支援の充実 

障害者差別解消法が平成28年４月に施行され、その中で行政機関として不当な差別

的取扱いの禁止及び合理的配慮の提供が法的義務とされています。 
 

施策① コミュニケーション支援の充実 

内 容 

▶手話通訳者、要約筆記者の派遣事業を推進するとともに、視覚障がい者用の

情報支援機器を整備する等、コミュニケーション支援体制の充実に努めま

す。 

▶関係機関との連携のもと、手話通訳者・要約筆記者の養成や、コミュニケー

ション支援を行っている団体のサポートに努めます。 

担当課 福祉課 
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基本施策３-２ 制度等の周知 

障がいのある人が地域生活をしていくために、各種所得保障制度による経済的安定が重

要な役割を果たしており、手当等の適正な支給を推進していく必要があります。その他の

経済的支援として、所得税・住民税の控除、自動車税・自動車取得税・軽自動車税の減免

等のほか、JR運賃、タクシー運賃、有料道路通行料金、NHK受信料等の各種割引・減免

制度等や医療費の自己負担金額の助成等を実施していますが、制度として周知を徹底する

ことが重要です。ヒアリングでは、「市民に対し、補聴器や人工内耳に対する正しい理解

の周知」と、障がいに対する正しい知識の普及の要望もありました。 

引き続き、これらの優遇制度や障がいに対する正しい知識の積極的な広報活動と周知に

努める必要があります。 

（１）年金制度・各種手当制度の周知 

ヒアリングでは、「福祉サービスや年金制度、防災などの情報がなく、弥富市の現状

が分かりにくい」との意見があり、障がいの区分が複雑多岐にわたるためわかりづらい

ところがあります。 

各種年金・諸手当制度の周知を十分に行い、該当者の制度活用を促進します。 
 

施策① 様々な媒体の活用 

内 容 

▶障がいのある人の経済的負担の軽減を図るため、税法上の優遇制度、公共料

金の割引制度等について様々な媒体を活用して周知していきます。 

▶生活の安定を確保するため、各種年金制度の周知を十分に行い、年金の給付

漏れ等をなくし、該当者の制度活用を促進します。 

▶各種手当等の制度について、新規に手帳を取得したとき等、あらゆる機会を

通じて情報を提供し、市の広報紙やホームページ等についても、受ける側の

立場に立った、わかりやすい情報提供に努めます。 

担当課 福祉課、保険年金課、児童課、税務課 
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基本目標４ 共生社会に向けた療育・教育、保健・医療の充実 

基本施策４-１ 療育及び教育の充実 

国が示した市町村障がい福祉計画の基本指針の見直しで、「障がい児福祉計画」の作成

が義務付けられ、障がい児入所支援並びに障がい児相談支援の提供体制を整備し、障がい

児通所支援等の円滑な実施を確保するための仕組みを導入しました。障がいのある子ども

については、共生社会の形成促進の観点から、関係機関の連携のもと、障がいのある子ど

も及びその家族に対して、障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスをはじめ、乳幼

児から学校卒業時まで、一貫した支援を提供する体制の構築が求められます。 

心身の発達の遅れまたはそのおそれのある就学前児童に対して、日常生活における基本

的な動作の指導及び集団生活への適応訓練等を行うとともに、子育てのあり方を考え、子

どもの成長を援助する施設として、母子通園施設「のびのび園」を設置しています。その

体制の構築にあたって市の関係課（児童課、福祉課、健康推進課等）や障がい児通所事業

所等と連携し、障がい児相談支援の強化や児童発達支援センター等の支援拠点の整備検討、

保育所や幼稚園に通う障がいのある子どもに対する保育所等訪問支援の充実、学齢期の障

がいのある子どもに対する放課後対策等について、障がい児支援と子育て支援施策を連携

させた取組を推進します。 

児童虐待の早期発見と未然防止に向けては、関係機関のネットワークを強化し、児童虐

待防止への迅速な対応を図ります。 

（１）一貫した相談支援体制の整備 

アンケート調査の中で「通園（所）・通学先や市の相談窓口に望むこと」として、「就

学相談や進路相談などの相談体制の充実」、「能力や障がいの状況にあった支援」が各

50.9％、「個別的な支援の充実」が40.4％となっています。 

発達障がいを含めた、障がいのある幼児・児童・生徒に対し、関係機関と連携し、成

人期まで一貫した体制で相談支援体制の強化に努めるとともに、相談窓口の周知を図り

ます。 
 

施策① 発達障がい者支援体制の整備 

内 容 

▶発達障がいが疑われる児童が年々増加し、相談件数が増えてきています。発

達に課題（疑い）のある児童や家庭等について、関係機関との連携を密にし、

情報の交換・共有を図り、療育・教育の一貫性の確保に努め、幼児・児童・

生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、障がいのある幼児・児童・生徒の

自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援します。 

▶心理士による発達検査や相談、医師による診察での見立てを次の療育や医療

につなげていきたいが、その社会資源が少ないので、開拓していく必要があ

ります。 

担当課 福祉課、健康推進課、学校教育課、児童課 
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施策② 早期療育の充実 

内 容 

▶何らかの障がいのある（疑いのある）幼児・児童・生徒を対象に、生活指導

や、社会生活への適応力を助長するため、母子通園施設や児童発達支援事業

所、放課後等デイサービス事業所等との連携を図り、早期療育体制の充実に

努めます。 

▶発達障がいが疑われる幼児が増加傾向にあるため、母子通園施設の療育体制

を充実させるとともに、担当職員となる人材の確保と育成に努めます。 

担当課 福祉課、児童課 

（２）障がいの早期発見・早期療育の推進 

障がい児への適切な療育支援には、幼児期における障がいの早期発見が重要となりま

す。障がいや疾病の早期発見・早期療育等のために、障がい特性をよく理解した専門性

の高いサービスの充実が必要であり、保健・医療分野と福祉分野との更なる連携を進め、

障がいの状況に応じたきめ細かな支援が提供できる体制づくりが重要です。 
 

施策① 幼児健康診査 

内 容 

▶幼児期の健康の保持増進を図り、運動機能・精神発達の遅滞等障がいを持っ

た幼児を早期発見し、適切な指導・療育の援助を行い、虐待の防止に努めま

す。 

▶健診で子どもの発達を確認し、親にも子どもの発達に関しての知識を深めて

もらい、発達を促す関わりが持てるような啓発が必要です。 

担当課 健康推進課 

 

施策② 乳児健康診査 

内 容 

▶乳児期の健康管理、保健指導を実施し、障がいの早期発見に努めます。医療

機関委託分の乳児健康診査、特に２回目については受診率が 50％台と低い

ため、周知、啓発の徹底を図ります。 

担当課 健康推進課 

 

施策③ 母子健康手帳交付 

内 容 ▶母子健康手帳交付時に、ハイリスク妊婦を把握し、早期対応に努めます。 

担当課 健康推進課 

 

  



第４章 障がい者計画の施策展開 

49 

施策④ 訪問指導 

内 容 

▶生後４ヶ月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）を実施します。 

▶ハイリスク妊婦に対し、母子健康手帳等で把握し、出産後早期に訪問し、関

わりを持つよう努めます。 

▶乳幼児・ハイリスク児については、家庭の孤立化、虐待や育児不安等に対し

て、早期に支援ができるように状況を把握し、関係機関と連携しながら迅速

に対応します。 

担当課 健康推進課 

（３）障がい児保育の充実 

障がい児それぞれの能力・可能性を最大限に伸ばせるよう、保育体制の充実と保育士

等の研修による資質の向上を図り、障がい児保育の充実に努めます。 
 

施策① 保育環境の充実 

内 容 

▶集団保育が可能で、日々通所できる障がい児の受け入れを促進できるよう、

施設のバリアフリー化を進め、怪我をしないような対応策を講じる等、必要

な保育環境の充実に努めます。 

担当課 児童課 

 

施策② 保育体制の充実 

内 容 

▶年々、発達に課題のある（疑いのある）幼児が増えている現状を踏まえ、保

育所への障がいのある子どもの受け入れ体制の充実を図り、障がい児保育巡

回指導の実施、保育所職員の資質の向上のための研修会開催、保育士の加配

等に努めます。 

▶適切な支援をするため、健診や支援事業（わいわい教室）、母子通園施設（の

びのび園）、子育て支援センター等と、綿密な連携を図ります。 

▶担当職員に県等が主催する研修会への参加を促し資質向上を図るとともに、

発達に課題（疑い）のある幼児の個々の状態に合わせて発達を促す等、指導

内容の充実を図ります。 

担当課 児童課、健康推進課 

 

施策③ 関係機関との連携による一貫性の確保 

内 容 

▶就学情報交換会、幼保小連絡協議会、要保護児童対策地域協議会及び特別支

援教育連絡会との連携を密にします。 

▶専門的な助言、指導を必要とする幼児・児童・生徒については、児童相談所、

保健所、市保健センター、市教育委員会等関係機関との連携のもと、就学へ

の適切な引き継ぎを行い、療育・教育の一貫性の確保に努めます。 

▶海部南部障害者自立支援協議会を通じて、関係機関と連携を図ります。 

担当課 児童課、学校教育課、福祉課 
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（４）特別支援教育の充実 

特別な支援を必要とする児童・生徒が、自立と社会参加による充実した人生を送れる

よう、就学の支援や、それぞれの能力・可能性を最大限に伸ばす教育を目指します。 
 

施策① 児童・生徒の就学奨励 

内 容 

▶生活や学習上の困難を改善または克服する必要のある児童・生徒の情報を、

学校及び関係諸機関と連携を図りながら早期の情報収集に努めます。 

▶自立と社会参加の基礎づくりとして、特別支援学級への児童・生徒の就学を

支援します。 

担当課 学校教育課 

 

施策② 教育環境の充実 

内 容 

▶特別な支援を必要とする児童・生徒の学習活動を支援するため、施設及び設

備の改善等、教育環境の充実に努めます。 

▶障がい者福祉計画等の内容とも連携する必要があり、更に、効果を上げるた

めに環境づくりに心がけます。 

担当課 学校教育課 

 

施策③ 就学指導・教育相談の充実 

内 容 

▶何らかの障がいのある（疑いのある）児童・生徒に、個々の特性やニーズに

合った適切な相談・支援活動が行えるようにします。 

▶特別支援学校、県教育委員会（海部教育事務所）による相談会の紹介等、関

係機関と連携し、就学指導・教育相談活動の充実に努めます。 

担当課 学校教育課 
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基本施策４-２ 健康づくりの推進 

生活習慣病等の増加が問題となっている現代では、成年期以降の疾病による障がいの発

生も多くなっており、それらの予防が重要となっています。また、障がいや疾病は早めに

対応することで、その後の経過が良くなり、社会適応性が向上することが知られています。 

健康診査等の保健事業を充実させることにより、障がいや疾病を早期に発見し、適切な

治療に結び付けていくとともに、医療的なケアを欠かせない人たちに対する支援を充実す

る必要があります。更に、乳児期から学齢期までの発達は、その後の成長にとってとても

大切な時期であり、早期に状況を把握し、適切な療育につなげていくことが重要です。 

（１）健康づくり事業の推進 

健康相談等の健康づくり事業を行うことにより、健康に関する正しい知識の普及啓発、

健康の増進、健康づくりに対する意識の高揚を図り、心や身体の機能が低下している人

の、機能回復、維持を図ります。 

施策① 健康相談事業 

内 容 

▶市民一人ひとりの心身の健康、食事や栄養について相談に応じ、個人の健康

状態に応じた適切な指導や助言が行えるよう、健康相談事業の充実に努めま

す。健康相談等について、引き続き周知します。 

担当課 健康推進課 

 

施策② 精神保健福祉活動の推進 

内 容 
▶相談に応じる職員の面接技術の向上、医療機関との連携の必要があります。

保健所、医療機関、関係機関との連携で、精神保健相談の充実を図ります。 

担当課 健康推進課、福祉課 
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（２）スポーツ・レクリエーションの振興 

障がいのある人が自立と社会参加意欲の向上を図るうえで、健康の維持、体力の増強

が基本となります。そのために、障がいの特性を踏まえた多様なスポーツ・レクリエー

ションの振興を図ります。 
 

施策① スポーツ・レクリエーションの普及 

内 容 

▶スポーツ基本法（平成23年法律第78号）においては、「スポーツは、障が

い者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障がいの種類

及び程度に応じ必要な配慮をしつつ推進しなければならない。」とされていま

す。障がいの特性に応じたスポーツを、できるだけ多くの障がいのある人が

行えるよう、機会の提供や指導者の育成に努めるとともに、誰もが一緒に楽

しめるスポーツを通じて、障がいのある人と地域住民との交流を推進します。 

▶障がいのある人が自身の健康づくりに取り組めるよう、既存のスポーツを障

がいのある人に向けて考案し、実施できるよう、関係機関と連携し推進を図

ります。また、市社会福祉協議会や各種団体等と連携を図って、スポーツ・

レクリエーションの普及に努めます。 

担当課 生涯学習課、社会福祉協議会 
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基本施策４-３ 医療負担及び障がいの軽減への支援 

アンケート調査において、「行政への希望、力を入れてほしい市の施策」の中で重要度

が高いと回答された割合をみると、「保健・医療・福祉サービスの充実」は42.2％となっ

ています。 

障がいのある人が身近な地域において自分らしく暮らしていくため、必要な保健・医療

サービスや医学的リハビリテーション等を、いつでも安心して受けることができるよう、

地域における保健・医療提供体制の充実が求められています。そのため、個々の障がいの

程度や種類に応じた適切な医療やリハビリテーションが円滑に提供されるよう、保健・福

祉・医療等の関係機関が連携を図り、医療サービスを受けやすい環境づくりに努める必要

があります。 

（１）経済的負担の軽減 

18歳以上の障がいのある人の障がいの除去や軽減を図る自立支援医療（更生医療）

や精神疾患により継続的に通院を要する人を対象とした自立支援医療（精神通院医療）

による医療費支出の軽減、障がい者医療費支給制度、精神障がい者医療費支給制度、子

ども医療費支給制度の実施により障がい者支援及び障がい児支援を行い、医療費支出の

軽減及び、障がいのある人の経済的負担の軽減を図ります。また、窓口では手続き漏れ

がないように、わかりやすく丁寧な説明を心がけます。 
 

施策① 自立支援医療（更生医療）の給付 

内 容 

▶18歳以上の身体障がい者手帳を有する人を対象として、障がいの除去また

は軽減、機能の回復等を行うことにより、その日常生活能力、社会生活能力、

または職業能力を回復、向上、獲得することを目的とした手術等の医療を指

定医療機関において給付し、医療費の一部を公費で負担します。 

担当課 福祉課 

 

施策② 自立支援医療（精神通院医療）の給付 

内 容 
▶精神疾患により継続的に通院を要する人を対象として、指定医療機関におけ

る通院医療費の一部を公費で負担します。 

担当課 福祉課 

 

施策③ 障がい者医療費の支給 

内 容 
▶身体障害者障害程度等級表の１級から３級等、一定の障がいのある人の医療

費を市の制度として助成し、経済的負担の軽減を図ります。 

担当課 保険年金課 
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施策④ 精神障がい者医療費の支給 

内 容 

▶自立支援医療を受ける精神疾患のある人、精神科に入院している人、精神障

がい者保健福祉手帳１、２級を有する人の医療費を助成することにより、経

済的負担の軽減を図ります。 

担当課 保険年金課 

 

施策⑤ 子ども医療費の支給 

内 容 
▶子どもに対する医療費の一部をその保護者に助成することにより、その疾病

の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の増進を図ります。 

担当課 保険年金課 

 

施策⑥ 難病患者医療費の支給 

内 容 
▶指定難病の治療を受けている人が、保険医療機関で保険診療を受けた際の自

己負担分の医療費等の全部または一部を公費で負担します。 

担当課 保健所 

（２）福祉用具の普及促進と利用支援 

補装具の給付や日常生活用具の給付制度等について周知徹底し、日常生活をより安心

して過ごせるよう支援します。 
 

施策① 補装具の給付 

内 容 

▶障がいのある人に対し、失われた身体機能を補完したり代替するための用具

である補装具の購入または修理に要する費用の一部を支給し、職業能力、日

常生活能力の向上に努めます。 

担当課 福祉課 

 

施策② 障がい者への日常生活用具の給付・貸与 

内 容 
▶自立生活を支援するための日常生活用具を給付または貸与し、障がいのある

人の日常生活の向上に努めます。 

担当課 福祉課 

 

施策③ 車いす貸出事業 

内 容 
▶介護保険法に該当しない在宅の肢体不自由者に対し、一定期間無料で車いす

を貸し出しすることにより、日常生活の向上に努めます。 

担当課 福祉課、社会福祉協議会 
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基本目標５ 就労支援推進と就労機会確保による自立の促進 

基本施策５-１ 就労への支援 

アンケート調査の中で「障がい等のある人が働くために大切だと思うこと」として、「障

がいのある人に適した仕事の提供」が41.4％、「自宅に近く、健康状態に合わせた働き方

ができること」が40.7％、「事業主や職場の人たちが、障がい者雇用について十分理解し

ていること」が39.3％となっています。「働く」ことは、生活していくための収入を得る

ことだけでなく、人生の生きがいにつながる重要な意味を持っています。働く意欲のある

障がいのある人が地域で自立した生活を送るためには、その適正に応じて能力を十分発揮

することができるよう就労支援員等を活用して、相談支援事業所、海部障害者就業・生活

支援センター、公共職業安定所（ハローワーク）等の関係機関と連携し就労支援に努めま

す。就労を促進するためには、障がいの種別や程度、作業ペース等本人の能力や希望に応

じた支援と、就労後も離職することがないような職場の定着支援が必要です。 

障がいの重度化等により、一般就労が困難な人も増えています。福祉的就労の場の設置

や、多様な働き方を支援する必要があります。 

また、官民をあげた発注拡大や、工賃水準の向上を図っていく必要があります。 

（１）福祉的就労の支援 

一般就労が困難な人の就労・訓練の場として、関係機関と連携し、地域活動支援セン

ター事業や就労継続支援事業等、福祉的就労の拡大・充実を図ります。 
 

施策① 地域活動支援センター事業の充実 

内 容 

▶障がいのある人を対象に、身近な地域で自立した生活や社会との交流を促す

ため、引き続き、地域活動支援センターにおいて、創作活動や生産活動の機

会や社会との交流の場を提供し、日常的な相談支援、社会適応訓練等を行い

ます。 

担当課 社会福祉協議会 

 

施策② 障がい福祉サービスにおける就労継続支援事業 

内 容 

▶一般就労が困難な人を対象に、生産活動の機会の提供や就労に必要な知識

と、能力の向上のための訓練等を行う就労継続支援事業を、関係機関と連

携・調整を図りながら進めていきます。 

担当課 福祉課、社会福祉協議会 
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（２）一般就労の拡大 

一般就労を目指す障がいのある人が適切な支援を受け、一般就労につながっていくよ

う、相談支援事業所、ハローワーク、海部障害者就業・生活支援センター、就労移行支

援事業所、特別支援学校等と連携を図り、一人ひとりの障がいの状況に応じた就労支援

に努める必要があります。 
 

施策① 関係機関との連携による就労移行支援 

内 容 

▶市内には障がいのある人の働く場が少なく、一般就労に結び付くケースもほ

とんどないため、海部障害者就業・生活支援センター等関係機関と連携をと

り、一般企業等へ就労希望する人を対象に、一定期間を定め、生産活動、職

場体験等の機会を提供します。 

▶就労に必要な知識と能力の向上のための訓練や、求職活動に関する支援等を

行います。 

担当課 福祉課 

 

施策② 障がい者雇用の促進 

内 容 

▶障がいのある人の雇用・就業環境の改善への取組は、障がいのある人の法定

雇用率達成の促進をはじめとして各種施策が進められていますが、社会経済

の影響等により依然として厳しい状況にあります。 

▶今後も企業等に対する障がいのある人の雇用や、職域の拡大・職業訓練の確

保、職場への定着を図るためのフォロー等を推進する働きかけ等、障がいの

ある人の就労の場の拡大を図っていきます。 

担当課 福祉課、商工観光課 

 

施策③ 官公庁の受注機会の拡大 

内 容 

▶地方自治法施行令の改正、障害者優先調達推進法の制定を踏まえ、障がい者

就労施設等の受注機会の拡大に努めます。 

▶市内事業所が、製作した授産製品を展示する総合福祉センター内のスペース

「いきいきギャラリー」や、市のホームページ等を活用して支援します。 

担当課 福祉課 
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基本目標６ 差別・虐待の防止、権利擁護の推進 

基本施策６-１ 権利の擁護 

平成28年４月より、障害者差別解消法が施行されています。同法は、障がいを理由と

する差別の解消を目的とし、自治体は、合理的配慮の不提供を禁止する法的義務を、また、

民間事業者は、努力義務を課せられ、対応が必要です。 

「障害者虐待防止法」では、国や地方公共団体、障がい者福祉施設従事者、使用者等に

障がい者虐待の防止等のための責務を課しています。一方で、他市における一部の施設で

は施設利用者への虐待がテレビ報道等で取り上げられ、社会問題となった事案があります。

引き続き、「障害者虐待防止センター（福祉課内）」を中心に、関係機関とのネットワーク

のもと、高齢者や子どもの虐待防止に対する取組とも連携しながら、虐待の防止、早期発

見・早期対応、再発防止等の体制を整備していく必要があります。 

アンケート調査結果をみると、成年後見制度の認知状況としては「聞いたことがあるが

内容は知らない」が35.2％、成年後見制度の利用意向としては「わからない」が54.3％

となっており、成年後見制度の周知は十分に進んでいない状況にあります。制度内容の周

知・普及に努め、制度の利用促進を図るとともに、利用希望者が円滑に制度を利用できる

よう支援する必要があります。 

（１）権利擁護の推進 

判断能力が十分でない人に対する、権利擁護にかかる相談、福祉サービスの利用援助、

金銭管理サービス等を行う、日常生活自立支援事業や成年後見制度の周知と利用を促進

します。 
 

施策① 日常生活自立支援事業 

内 容 

▶市社会福祉協議会において、認知症、知的障がい、精神障がい等で自分ひと

りで判断することが不安な人の権利を擁護することを目的として、地域にお

いて自立した生活が送れるよう福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理

等を行い支援します。 

担当課 社会福祉協議会 
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施策② 成年後見制度の周知と普及 

内 容 

▶成年後見制度を必要に応じ、適切に利用できるように、市社会福祉協議会、

地域包括支援センター、弁護士会等と連携を図り、ケアマネジャーや各事業

所職員等へ研修会等を開催し情報提供、制度の周知に努めます。 

担当課 福祉課 

 

施策③ 成年後見センターの設置 

内 容 

▶成年後見センターは、成年後見制度の利用を推進するとともに、制度に関す

る相談を受け付け、各関係機関と連携しながら支援していく相談支援、申立

て支援、啓発活動、市民後見等の育成・研修等を行う機関です。 

▶成年後見センターに障がい者基幹相談支援センターを併設する海部南部権

利擁護センターが令和２年 10月に設置されました。 

担当課 福祉課、介護高齢課 

 

施策④ 苦情解決体制の推進 

内 容 

▶福祉サービスの利用に関し、各事業所における苦情解決の仕組みの整備を推

進します。愛知県社会福祉協議会に設置されている「運営適正化委員会」と

の連携を図り、福祉サービスの質の向上を図っていきます。 

担当課 福祉課 

（２）虐待等の防止 

虐待等の防止を図るため、障がい者虐待防止センターを中心に虐待の防止等に関する

研修等を通して関係者へ周知・啓発に努めます。 
 

施策① 要保護児童対策の推進 

内 容 

▶要保護児童対策地域協議会を核として、児童・障害者相談センター等の関係

機関及び市関連部署との連携を強化しながら、児童虐待防止対策の充実に努

めます。 

担当課 児童課、福祉課 

 

施策② 虐待の防止等に関する周知・啓発 

内 容 

▶障害者虐待防止法を踏まえ、障がい者虐待防止センターを中心に関係機関と

の連携のもと、研修会等を通して、虐待の通報義務をはじめ障がい者虐待の

防止等に関する制度の周知・啓発を図ります。 

担当課 福祉課 
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基本目標７ ノーマライゼーションの推進 

基本施策７-１ 心のバリアフリー化 

ヒアリングでは、「小さいころからの福祉教育を充実させ、障がい者に対する差別や偏

見をなくしてほしい」「相談窓口や行政の理解は向上しているものの、地域からの差別・

偏見が未だにある」等の意見がありました。 

本市では、障がいのある人を含む全ての人々が生涯いきいきと暮らせるまちづくりを進

めるため、各種広報等を通じて、「ノーマライゼーション」の理念の普及、障がいのある

人への理解の促進を進めています。 

しかし、障がいや障がいのある人に対する理解についてまだまだ不十分な状況です。障

がいのある人とともに生きられるよう、「心の壁」をなくし、子どもの頃からの交流やふ

れあいを通し、お互いを認め合い、障がいや障がいのある人への正しい理解を深められる

よう、あらゆる機会を通じて意識啓発を図っていきます。 

（１）啓発・広報活動の充実 

「ノーマライゼーション」の理念を具体化し、「個人の尊厳」の確立と「完全参加と

平等」な社会の実現を目指し、あらゆる機会を通じて障がいや障がいのある人に対する

理解を深める啓発・広報活動の充実を図ります。 
 

施策① 啓発・広報の充実 

内 容 

▶障がいや障がいのある人に対する理解を深め、「心の壁」をなくすため、市

の広報紙やホームページ、マスメディア等様々な機会を活用し、啓発に努め

ます。 

担当課 福祉課 

 

施策② 人権啓発の推進 

内 容 
▶障がいのある人等の人権問題に対する市民意識の啓発を図り、人権擁護委員

や関係機関と連携・協力し、継続的に啓発活動に努めます。 

担当課 福祉課 
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（２）福祉教育等の推進 

学校教育から生涯学習まで、あらゆる機会を通じ、意識啓発を行います。 
 

施策① 学校教育における福祉教育の充実 

内 容 

▶子どもたちが障がいや障がいのある人に対する理解を深め、福祉のまちづく

りについて考え、担っていけるよう、学校教育の場を中心に障がいのある人

との交流及び共同学習等を企画し、福祉実践教室を推進します。 

 
▶ボランティア活動の機会や場の提供を拡充し、児童・生徒のボランティア活

動に対する関心を高め、理解の促進を図ります。 

担当課 学校教育課、社会福祉協議会 

 

施策② 人権教育の推進 

内 容 

▶「完全参加と平等」の実現を目指して、ノーマライゼーションの考え方を基

本に、障がいのある児童・生徒にも、障がいのない児童・生徒にも、お互い

の人権を尊重しあう教育の推進に努めます。 

▶「ふくし学習プログラム」の拡充を行います。 

担当課 学校教育課、社会福祉協議会 

 

施策③ 地域における福祉教育の充実 

内 容 

▶障がいや障がいのある人に対する、地域住民の正しい理解と認識を深めるた

め、様々な生涯学習の場において、障がいのある当事者が参加する福祉教育

やボランティア活動の体験、福祉に関する講座等を取り入れ、福祉教育の充

実を図ります。 

担当課 社会福祉協議会、生涯学習課 

 

施策④ 市職員の福祉に対する意識の高揚 

内 容 

▶障害者差別解消法や本市が作成した「障がい者への対応マニュアル」を基本

として、障がいのある人への心からの配慮を行っていきます。 

▶市職員の意識の高揚と、障がいのある人をはじめ誰もが住みやすいまちの実

現に向け、福祉及び人権に関する職員研修を積極的に取り入れます。 

担当課 福祉課、人事秘書課 
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（３）ボランティア活動への支援 

ボランティア団体、ＮＰＯ法人等と市民との連携が必要です。障がいのある人の社会

参加を促進するため、ボランティア団体による活動や、ＮＰＯ法人等による市民参加活

動等、幅広い取組を支援していきます。 
 

施策① ボランティアの育成 

内 容 

▶障がいのある人に対するボランティア活動は、活動を通じた交流によって障

がいのある人への理解も深められます。 

▶あらゆる機会を捉え、ボランティア意識の高揚を図ることが必要です。手話、

要約筆記、点訳及び音訳等のボランティア活動を通じて、特に若い層のボ

ランティア育成に努め、ともに支え合う社会の実現を目指します。 

▶市社会福祉協議会と連携し、こころの病を抱える人の居場所において活動で

きるボランティアの養成と、活動の定着化を支援します。 

担当課 福祉課、社会福祉協議会 

 

施策② ボランティア、ＮＰＯ法人等の活動支援 

内 容 

▶市民が積極的にボランティア、ＮＰＯ活動を行えるよう、情報提供、活動の

助言や交流の場の提供に努めます。 

▶様々な角度から障がいのある人への取組を、効率的かつ効果的に行います。 

▶活動を活性化させるため、総合福祉センターの掲示板の活用や市の広報紙、

ホームページ等でのボランティア活動の情報提供に努めます。 

担当課 福祉課、社会福祉協議会 

基本施策７-２ 生活環境のユニバーサルデザイン化の推進 

障がいのある人の自立した生活や積極的な社会参加を促進するため、安心して利用でき

る交通機関の確保や外出しやすい環境の整備等、ユニバーサルデザインの考え方を基本に

計画的なまちづくりを推進します。 

（１）建築物のバリアフリー化の推進 

ユニバーサルデザインの考え方に基づき、建築物のバリアフリー化を推進します。 
 

施策① 公共施設の整備 

内 容 

▶既存の施設は、誰もが安全で安心して利用できるよう、施設のバリアフリー

化を推進します。 

▶今後は、ユニバーサルデザインの考え方に配慮します。 

担当課 財政課 
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（２）公共交通機関、歩行空間等のバリアフリー化の推進 

障がいのある人の移動の連続性、円滑性を高めるため、公共交通機関、歩行空間等の

バリアフリー化を推進します。 
 

施策① 鉄道駅のバリアフリー化の促進 

内 容 
▶鉄道駅及び周辺のバリアフリー化を促進し、移動の連続性、円滑性を高める

ため、引き続き事業者と協議を進めます。 

担当課 都市整備課 

 

施策② ノンステップバスの導入促進 

内 容 
▶バス事業者に対して、障がいのある人等も利用しやすいよう、更新に合わせ

バリアフリー化したノンステップバスの導入を働きかけます。 

担当課 市民協働課 
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第５章 第６期障がい福祉計画・第２期障がい児 

福祉計画の施策展開 

１ 第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画の基本的な考え方 

（１）国の基本指針における基本的理念 

国が示した「基本指針」では、市町村及び都道府県は、障がいのある人が自らの望む

地域生活を営むことができるよう、障害者総合支援法や児童福祉法の基本理念を踏まえ、

次に掲げる点に配慮して「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」を策定することとさ

れています。 

 

１ 障がいのある人等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

２ 市町村を基本とした身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な障がい 

福祉サービスの実施等 

３ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に 

対応したサービス提供体制の整備 

４ 地域共生社会の実現に向けた取組 

５ 障がいのある子どもの健やかな育成のための発達支援 

６ 障がい福祉人材の確保 

７ 障がいのある人の社会参加を支える取組 
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（２）サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

① 障がい福祉サービス 

障がい福祉サービス等の提供体制の確保にあたっては、「障害福祉計画」及び「障害

児福祉計画」の基本的理念を踏まえ、下記の６点に配慮して数値目標を設定するととも

に、そのために必要となる障がい福祉サービス等の量を見込み、計画的な整備を行いま

す。 

 

１ どの地域においても当該地域で必要とされる訪問系サービスの保障 

２ 障がいのある人等への希望する日中活動系サービスの保障 

３ グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実 

４ 就労移行支援事業及び就労定着支援事業等の推進による、障がい者の福祉施設 

から一般就労への移行及びその定着促進 

５ 強度行動障がいや高次脳機能障がいのある人に対する支援体制の充実 

６ 依存症対策の推進 

 

② 相談支援 

障がいのある人が地域において自立した日常生活や社会生活を営むことができるよ

う、障がい福祉サービス等の提供体制の確保とともに、これらのサービスの適切な利用

を支え、また、各種ニーズに対応する相談支援体制の構築を図っていきます。 

 

・相談支援体制の構築 

・地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

・発達障がい者等に対する支援 

・協議会の設置等 

 

③ 障がいのある子どもの支援 

保健・医療・保育・教育・就労支援等の関係機関と連携を図り、障がいのある子ども

やその家族に対し、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提

供する体制の構築を進めていきます。 

 

・地域支援体制の構築 

・保健・医療・保育・教育・就労支援等の関係機関と連携した支援 

・地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進 

・特別な支援が必要な障がいのある子どもに対する支援体制の整備 

・障がい児相談支援の提供体制の確保  
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２ 前期計画の達成状況 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

国の基本指針における成果目標 

・平成28（2016）年度末時点の施設入所者の9％以上を地域生活へ移行 

・令和２（2020）年度末の施設入所者数を平成28（2016）年度末時点の施設入所

者から４％以上を削減 

項 目 H28年度末 
目標値（Ａ） 
R2年度末 

実績値（Ｂ） 
R1年度末 

達成度 
（Ｂ/Ａ） 

施設入所者数 24人 23人 26人  

地域生活移行者数  ４人 0人 0％ 

施設入所者数の削減数  １人 - - 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム※3の構築 

国の基本指針における成果目標 

・令和２（2020）年度末までに保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置 

・令和２（2020）年度末の地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）を計画に記載 

項 目 目標値（Ａ） 実績値（Ｂ） 
達成度 
（Ｂ/Ａ） 

保健、医療、福祉関係者による 
協議の場の設置 

有 無  

地域移行に伴う 
基盤整備量 

65歳以上 ４人 - - 

65歳未満 ４人 - - 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

国の基本指針における成果目標 

・令和２（2020）年度末までに各市町村または各圏域に少なくとも１つを整備 

項 目 目標値（Ａ） 実績値（Ｂ） 
達成度 
（Ｂ/Ａ） 

地域生活支援拠点等の整備 １か所 

圏域として 
１か所設置 

面的整備を 
一部実施※ 

60％ 

※面的整備のうち、「体験の機会・場」「緊急時の受け入れ対応」の体制の整備及び専門的人材の確保・養成

における研修を実施。  

                                                                                                                           
※3 地域包括ケアシステム：住み慣れた地域でできる限り継続して生活を送れるように支えるために、一人ひ

とりの状況やその変化に応じて、福祉サービスを中核に、医療サービスをはじめとするさまざまな支援（住

まい、医療、介護、予防、生活支援）を継続的かつ包括的に提供する仕組みをいう。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

① 一般就労移行者数 

国の基本指針における成果目標 

・令和２（2020）年度中に一般就労移行者数を平成28（2016）年度実績の1.5倍

以上 

項 目 H28年度 
目標値（Ａ） 

R2年度 
実績値（Ｂ） 
R1年度 

達成度 
（Ｂ/Ａ） 

一般就労移行者数 ３人 ５人 ６人 120％ 

② 就労移行支援事業の利用者数 

国の基本指針における成果目標 

・令和２（2020）年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成28（2016）

年度末における利用者数の２割以上増加 

項 目 H28年度末 
目標値（Ａ） 
R2年度末 

実績値（Ｂ） 
R1年度末 

達成度 
（Ｂ/Ａ） 

就労移行支援事業利用者数 １人 ３人 ３人 100％ 

③ 就労移行支援事業所の就労移行率 

国の基本指針における成果目標 

・令和２（2020）年度末における就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以

上の事業所を全体の５割以上 

項 目 
目標値（Ａ） 
R2年度末 

実績値（Ｂ） 
R1年度末 

達成度 
（Ｂ/Ａ） 

就労移行支援事業所数 - - - 

就労移行率３割以上の就労移行支援事業所数 - - - 

就労移行率３割以上の就労移行支援事業所数の割合 50％ - - 

④ 就労定着支援事業における職場定着率 

国の基本指針における成果目標 

・各年度の就労定着支援事業による支援開始時点から１年後の職場定着率を８割以上 

項 目 
目標値（Ａ） 
R2年度末 

実績値（Ｂ） 
R1年度末 

達成度 
（Ｂ/Ａ） 

職場定着率 80％ 100％ 125％ 
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

① 児童発達支援センターの整備 

国の基本指針における成果目標 

・令和２（2020）年度末までに、児童発達支援センターを１か所以上整備 

項 目 
目 標 

R2年度末 
実 績 

R1年度末 

児童発達支援センターの設置数 １か所以上設置もしくは構築 無 

② 保育所等訪問支援事業所の利用体制の構築 

国の基本指針における成果目標 

・令和２（2020）年度末までに、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築 

項 目 
目 標 

R2年度末 
実 績 

R1年度末 

保育所等訪問支援事業所の設置数 １か所以上設置もしくは構築 無 

③ 主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所の整備 

国の基本指針における成果目標 

・令和２（2020）年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事

業所及び放課後等デイサービス事業所を１か所以上確保 

項 目 
目 標 

R2年度末 
実 績 

R1年度末 

主に重症心身障がい児を支援する 
児童発達支援事業所の設置数 

１か所以上設置もしくは構築 無 

主に重症心身障がい児を支援する 
放課後等デイサービス事業所の設置数 

１か所以上設置もしくは構築 無 

④ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

国の基本指針における成果目標 

・平成30（2018）年度末までに、医療的ケア児支援のため、保健、医療、障がい福

祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設置 

項 目 
目 標 

H30年度末 
実 績 

H30年度末 

医療的ケア児支援のための 
協議の場の設置 

圏域として１か所設置 有 
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３ 令和５（2023）年度の成果目標 

障がいのある人の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課題に対

応するため、国の「基本指針」に示された内容やこれまでの計画の進捗状況等を踏まえ、

令和５（2023）年度を目標年度とする成果目標を設定します。 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

福祉施設に入所している障がいのある人について、自宅やアパート、グループホーム

等、地域での生活への移行を推進します。 

本市では、令和５（2023）年度末までの福祉施設からの地域生活への地域移行者数

を２人、施設入所者の削減数を１人と設定します。 

 

国の基本指針 

項 目 現行 改正内容 

福祉施設から地域 
生活への移行 

平成 28（2016）年度末時点の施設入
所者数の９％以上を地域生活へ移行 

令和元（2019）年度末時点の施設入
所者数の６％以上を地域生活へ移行 

施設入所者数の 
削減 

令和２（2020）年度末の施設入所者
数を平成 28（2016）年度末時点の施
設入所者数から２％以上削減 

令和５（2023）年度末の施設入所者
数を令和元（2019）年度末時点の施
設入所者数から 1.6％以上削減 

 

■ 福祉施設の入所者の地域生活への移行の目標値 

項 目 数値 

令和元（2019）年度末時点の入所者数（Ａ） 26人 

令和５（2023）年度末の入所見込者数 25人 

福祉施設から地域生活への移行 

【目標値】 

福祉施設から地域生活への移行見込者数（Ｂ） 
２人 

移行率（Ｂ／Ａ） 7.7％ 

施設入所者数の削減 

【目標値】 

施設入所者の削減見込数（Ｃ） 
１人 

削減率（Ｃ／Ａ） 3.8％ 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよ

う、保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じ、精神障がいにも対応した地域包括

ケアシステムの構築を目指します。精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構

築を推進するためには、地域における精神保健医療福祉体制の基盤を整備する必要があ

ることから、新たな国の基本指針に基づき、基盤整備の状況を評価する指標として、次

の目標を設定します。 

■ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省ホームページより 
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国の基本指針 

項 目 現行 改正内容 

保 健 ・医 療 ・福 祉 
関係者による協議の場

の設置 

令和２（2020）年度末までに各圏域 
及び各市町村に設置 

 

精神障がい者の 
地域移行支援の 
利用者数 

 
精神障がい者の地域移行支援の利
用者数の見込みを設定 

精神障がい者の 
地域定着支援の 
利用者数 

 
精神障がい者の地域定着支援の利
用者数の見込みを設定 

精神障がい者の 
共同生活援助の 
利用者数 

 
精神障がい者の共同生活援助の利
用者数の見込みを設定 

精神障がい者の 
自立生活援助の 
利用者数 

 
精神障がい者の自立生活援助の利
用者数の見込みを設定 

保健・医療・福祉関係
者による協議の場の 

開催回数 
 

保健・医療・福祉関係者による協議の
場の開催回数の見込みを設定 

保健・医療（精神科、
精神科以外の医療機
関別）・福祉・介護・当
事者・家族等の関係者
ごとの参加者数 

 

保健・医療（精神科、精神科以外の
医療機関別）・福祉・介護・当事者・
家族等の関係者ごとの参加者数の見
込みを設定 

保健・医療・福祉関係
者による協議の場にお
ける目標設定及び評価

の実施回数 

 
保健・医療・福祉関係者による協議の
場における目標設定及び評価の実施
回数の見込みを設定 
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■ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築の目標値 

項 目 目標 

精神障がい者の地域移行支援の 
利用者数 

【目標値】 
精神障がい者の地域移行支援の利用見込者数 

１人 

精神障がい者の地域定着支援の 
利用者数 

【目標値】 
精神障がい者の地域定着支援の利用見込者数 

１人 

精神障がい者の共同生活援助の 
利用者数 

【目標値】 
精神障がい者の共同生活援助の利用見込者数 

９人 

精神障がい者の自立生活援助の 
利用者数 

【目標値】 
精神障がい者の自立生活援助の利用見込者数 

１人 

保健・医療・福祉関係者による 
協議の場の開催回数 

【目標値】 
市もしくは圏域において保健・医療・福祉関係者
による協議の場の開催見込回数 

１回 

保健・医療（精神科、精神科以外の 
医療機関別）・福祉・介護・当事者・ 
家族等の関係者ごとの参加者数 

【目標値】 
市もしくは圏域において保健・医療（精神科、精
神科以外の医療機関別）・福祉・介護・当事者・
家族等の関係者ごとの参加見込者数 

各１人 

保健・医療・福祉関係者による 
協議の場における目標設定及び 

評価の実施回数 

【目標値】 
市もしくは圏域において保健・医療・福祉関係者
による協議の場における目標設定及び評価の実
施見込回数 

１回 

地域移行に伴う基盤整備量 

【目標値】 
地域移行に伴う基盤整備量（65歳以上利用者数） 

5人 

【目標値】 
地域移行に伴う基盤整備量（65歳未満利用者数） 

7人 
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（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、相談、体験の機会、緊急

時の対応等の必要な機能を備えた地域生活支援拠点等について、本市または海部南部１

市１町１村（弥富市、蟹江町、飛島村）を圏域として１か所、面的な整備の充実を目指

します。 

■ 地域生活支援拠点等の整備のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省ホームページより 
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■ 地域生活支援拠点等の整備にあたって求められる機能 

○相談（地域移行、親元からの自立等） 

○体験の機会・場（一人暮らし、グループホーム等） 

○緊急時の受け入れ・対応（ショートステイの利便性、対応力向上等） 

○専門性（人材の確保・養成、連携等） 

○地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配置等） 

 

 

国の基本指針 

項 目 現行 改正内容 

地域生活支援拠点等 
が有する機能の充実 

令和２（2020）年度末までに各市町村
または各圏域に少なくとも１つ整備 

令和５（2023）年度末までの間、各市
町村または各圏域に少なくとも１つ以
上確保しつつ、その機能の充実のた
め、年１回以上運用状況を検証、検討 

 

■ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実の目標 

項 目 目標 

地域生活支援拠点等 
が有する機能の充実 

地域生活支援拠点等
の整備 

【基準値】 

令和２（2020）年度末時点の整備数もし
くは確保数 

１か所 
※面的整備 

【目標値】 

令和５（2023）年度末時点の整備数もし
くは確保数 

１か所 
（継続） 

運用状況の検証・検
討 

【目標値】 

令和５（2023）年度末までの間の、市もし
くは圏域での地域生活支援拠点等の運
用状況の検証、検討回数 

１回／年 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

福祉施設の利用者について、就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業を通じ

て一般就労への移行を推進していきます。また、就労定着支援事業の利用促進を図ると

ともに、就労定着支援事業所における就労定着率の向上を図ります。 

本市では、各目標値を次のとおり設定します。 

 

国の基本指針 

項 目 現行 改正内容 

福祉施設から一般 
就労への移行者数 

令和２ （ 2020 ）年度中に平成 28
（2016）年度実績の 1.5倍以上 

令和５（ 2023 ）年度中に令和元
（2019）年度実績の 1.27倍以上 

（就労移行支援事業では 1.30 倍以
上、就労継続支援Ａ型事業では
1.26 倍以上、就労継続支援Ｂ型事
業では 1.23倍以上） 

就労移行支援事業
の利用者数 

令和２（2020）年度末の利用者数が平
成 28（2016）年度末の利用者数から
20％以上増加 

 

就労移行支援事業所 
の就労移行率 

就労移行率が３割以上の事業所を 
全体の５割以上 

 

就労定着支援事業
の利用率 

 

令和５（2023）年度における就労移
行支援事業等を通じて一般就労に
移行する人のうち７割が就労定着支
援事業を利用 

就労定着支援事業所 
における就労定着率 

就労定着支援事業による１年後の職
場定着率を８割以上 

就労定着支援事業所のうち、就労定
着率が８割以上の事業所を全体の７
割以上 

 

■ 福祉施設から一般就労への移行等の目標値 

項 目 数 値 

福祉施設から 
一般就労への 
移行者数 

全体 

【基準値】 

令和元（2019）年度における一般就労への移行
者数 

６人 

【目標値】 

令和５（2023）年度における一般就労への移行
見込者数 

９人 

1.5倍 

就労移行支援事業 

【基準値】 

令和元（2019）年度における就労移行支援事業
を通じた一般就労への移行者数 

３人 

【目標値】 

令和５（2023）年度における就労移行支援事業
を通じた一般就労への移行見込者数 

４人 

1.3倍 
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就労継続支援Ａ型 
事業 

【基準値】 

令和元（2019）年度における就労継続支援Ａ型
事業を通じた一般就労への移行者数 

１人 

【目標値】 

令和５（2023）年度における就労継続支援Ａ型
事業を通じた一般就労への移行者数 

２人 

2.0倍 

就労継続支援Ｂ型 
事業 

【基準値】 

令和元（2019）年度における就労継続支援Ｂ型
事業を通じた一般就労への移行者数 

２人 

【目標値】 

令和５（2023）年度における就労継続支援Ｂ型
事業を通じた一般就労への移行者数 

３人 

1.5倍 

就労定着支援事業の利用率 

【目標値】 

令和５（2023）年度における就労移行支援事業
等を通じた一般就労移行者のうち、就労定着支
援事業の利用者数の割合 

７割 

就労定着支援事業所における 

就労定着率 

【目標値】 

令和５（2023）年度末の就労定着率（過去３年
間の就労定着支援の総利用者のうち前年度末
時点の就労定着者の割合）が８割以上になる就
労定着支援事業所の割合 

７割 
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

障がいのある子どもの地域支援体制の充実を図るため、「児童発達支援センター」や

「保育所等訪問支援」、重症心身障がい児を支援する「児童発達支援事業所」及び「放

課後等デイサービス事業所」について、海部南部１市１町１村（弥富市、蟹江町、飛島

村）を圏域として確保を検討していきます。 

また、医療的ケア児支援のための保健、医療、保育、教育等の関係機関の協議の場に

ついても引き続き取り組み、コーディネーターの配置の充実を進めていきます。 

 

国の基本指針 

項 目 現行 改正内容 

児童発達支援 
センターの整備 

令和２（2020）年度末までに各市町村
または各圏域に少なくとも１か所以上
設置 

令和５（2023）年度末までに各市町村
または各圏域に少なくとも１か所以上
設置 

保育所等訪問支援
事業所の利用体制の

構築 

令和２（2020）年度末までにすべての
市町村において保育所等訪問支援を
利用できる体制を構築 

令和５（2023）年度末までにすべての
市町村において保育所等訪問支援を
利用できる体制を構築 

主に重症心身障がい児 
を支援する児童発達
支援事業所の整備 

令和２（2020）年度末までに各市町村
または各圏域に少なくとも１か所以上
設置 

令和５（2023）年度末までに各市町村
または各圏域に少なくとも１か所以上
設置 

主に重症心身障がい児 
を支援する放課後等
デイサービス事業所

の整備 

令和２（2020）年度末までに各市町村
または各圏域に少なくとも１か所以上
設置 

令和５（2023）年度末までに各市町村
または各圏域に少なくとも１か所以上
設置 

医療的ケア児支援の
ための関係機関の 
協議の場の設置及び
コーディネーターの 

配置 

平成 30（2018）年度末までに医療的
ケア児支援のための関係機関の協議
の場を各都道府県、各圏域及び各市
町村に設置 

令和５（2023）年度末までに医療的ケ
ア児支援のための関係機関の協議の
場を各都道府県、各圏域及び各市町
村に設置するとともに、医療的ケア児
等に関するコーディネーターを配置 

 

■ 障がい児支援の提供体制の整備等の目標値 

項 目 

児童発達支援センターの整備 

令和元（2019）年度末時点において未整備 

【目標値】 

令和５（2023）年度末までに市もしくは圏域で１か所の確保を
図る 

保育所等訪問支援事業所の 
利用体制の構築 

令和元（2019）年度末時点において市内体制は未構築 

【目標値】 

令和５（2023）年度までに、市内事業所と連携し、利用できる
体制の構築を図る 
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主に重症心身障がい児を支援する 
児童発達支援事業所の整備 

令和元（2019）年度末時点において未整備 

【目標値】 

令和５（2023）年度末までに市もしくは圏域で１か所確保する 

主に重症心身障がい児を支援する 
放課後等デイサービス事業所の整備 

令和元（2019）年度末時点において未整備 

【目標値】 

令和５（2023）年度末までに市もしくは圏域で１か所確保する 

医療的ケア児支援のための関係機関の 
協議の場の設置及びコーディネーター 

の配置 

医療的ケア児支援
のための関係機関
の協議の場の設置 

令和元（2019）年度末時
点の協議の場の数 

１か所 

【目標値】 

令和５（2023）年度末ま
での協議の場の数 

１か所 
（継続） 

医療的ケア児等に
関するコーディネー
ターの配置 

令和元（2019）年度末時
点の配置数 

２名 

【目標値】 

令和５（2023）年度末ま
での配置数 

４名 
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（６）相談支援体制の充実・強化等 

国の基本指針では、相談支援体制を充実・強化するため、総合的・専門的な相談支援

の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制の確保が新たに定められました。

これを踏まえ、本市では圏域や基幹相談支援センターと連携し各目標を次の表のように

定め、推進に努めます。 

 

国の基本指針（新規） 

項 目 現行 改正内容 

総合的・専門的な 
相談支援 

 
総合的・専門的な相談支援の実施の
見込みを設定 

地域の相談支援事業
者に対する訪問等に
よる専門的な指導・ 

助言 

 
地域の相談支援事業者に対する訪問 
等による専門的な指導・助言件数の 
見込みを設定 

地域の相談支援事業
者の人材育成の支援 

 
地域の相談支援事業者の人材育成
の支援件数を設定 

地域の相談機関との 
連携強化の取組の 

実施 
 

地域の相談機関との連携強化の取組
の実施回数の見込みを設定 

 

■ 相談支援体制の充実・強化等の目標値 

項 目 数 値 

総合的・専門的な相談支援 
【目標値】 
令和５（2023）年度までに圏域等において総合
的・専門的な相談支援の実施の有無 

有 

地域の相談支援事業者に対する 
訪問等による専門的な指導・助言 

【目標値】 
令和５（2023）年度までに圏域等において地域の
相談支援事業者に対する訪問等による専門的な
指導・助言見込件数 

１件 

地域の相談支援事業者の 
人材育成の支援 

【目標値】 
令和５（2023）年度までに圏域等において地域の
相談支援事業者の人材育成の支援見込件数 

１件 

地域の相談機関との連携強化の 
取組の実施 

【目標値】 
令和５（2023）年度までに圏域等において地域の
相談機関との連携強化の取組の実施見込回数 

１回 
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（７）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

障がい福祉サービス等の多様化や、サービス提供事業所の増加に伴い、利用者のニー

ズに合ったサービスを適切に提供することがより一層求められています。そのため、国

の基本指針では、障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制を構築

することが新たに定められました。これを踏まえ、本市では関係市町村と調整を図りな

がら、各目標を次の表のように定め、推進に取り組みます。 

 

国の基本指針（新規） 

項 目 現行 改正内容 

障がい福祉サービス
等に係る各種研修 

の活用 
 

都道府県が実施する障がい福祉サー
ビス等の研修その他の研修への市町
村職員の参加人数の見込みを設定 

障がい者自立支援 
審査支払等システム
による審査結果の 

共有 

 

障がい者自立支援審査支払等システ
ムによる審査結果を分析してその結果
を活用し、事業所や関係自治体等と
共有する体制の有無及びその回数の
見込みを設定 

 

■ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築の目標値 

項 目 数 値 

障がい福祉サービス等に係る 
各種研修の活用 

【目標値】 
令和５（2023）年度までに愛知県が実施す
る障がい福祉サービス等の研修その他の研
修への市町村職員の参加見込人数 

１人 

障がい者自立支援審査支払等システム 
による審査結果の共有 

【目標値】 

令和５（2023）年度までに障がい者自立支
援審査支払等システムによる審査結果を
分析してその結果を活用し、事業所や関係
自治体等と共有する体制構築の有無及び
その見込回数 

有 

１回 
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４ 障がい福祉サービス等の見込量と見込量確保の方策 

障がい福祉サービス等の見込量に関しては、国の基本方針を踏まえ、過去の利用実績、

サービス利用意向、平均的な一人当たりの利用量等を勘案し算出しています。 

（１）訪問系サービス 

サービス名 実施内容 

居宅介護 自宅で食事・入浴・排せつの介護等を行います。 

重度訪問介護 
重度の障がいがあり常に介護を必要とする人に、自宅で入浴・排泄・食事の介
護、外出時における移動支援等を総合的に行います。 

同行援護 視覚に障がいのある人の移動時や外出先において、必要な支援を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動・外出する際に、危険を回避するた
めの支援や外出支援を行います。 

重度障がい者等 
包括支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行い
ます。 

＜利用実績と見込量＞ 

重度訪問介護については、平成30年度から令和元年度にかけて合計時間数が大幅に

増加しました。その他のサービスの実利用者数、合計時間数についてはほぼ横ばいです。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は増加または横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

居宅介護 
実利用者数 人/月 27 29 25 

合計時間数 時間/月 310 318 285 

重度訪問介護 
実利用者数 人/月 1 1 1 

合計時間数 時間/月 58 387 376 

同行援護 
実利用者数 人/月 2 2 2 

合計時間数 時間/月 10 9 10 

行動援護 
実利用者数 人/月 1 1 1 

合計時間数 時間/月 15 8 10 

重度障がい者等 
包括支援 

実利用者数 人/月 0 0 0 

合計時間数 時間/月 0 0 0 

全体合計 
実利用者数 人/月 31 33 29 

合計時間数 時間/月 393 722 681 
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■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護 
実利用者数 人/月 25 26 27 

合計時間数 時間/月 285 300 315 

重度訪問介護 
実利用者数 人/月 1 1 1 

合計時間数 時間/月 400 400 400 

同行援護 
実利用者数 人/月 2 3 3 

合計時間数 時間/月 11 13 14 

行動援護 
実利用者数 人/月 1 2 2 

合計時間数 時間/月 10 15 15 

重度障がい者等 
包括支援 

実利用者数 人/月 0 1 1 

合計時間数 時間/月 0 400 400 

全体合計 
実利用者数 人/月 29 33 34 

合計時間数 時間/月 706 1,128 1,144 

＜確保方策＞ 

保護者及び本人の高齢化などに伴い、全体的な利用時間は今後増加することが見込ま

れます。相談員と連携を図り、サービスを必要とする人への制度の周知を図ります。 

（２）日中活動系サービス 

サービス名 実施内容 

生活介護 
常時介護を必要とする障がいのある人に対し、主に昼間に施設で入浴、排せ
つ、食事の介護、創作的活動または生産活動の機会等を提供します。 

自立訓練 
（機能訓練） 

身体障がい者を対象として、病院を退院もしくは特別支援学校（盲・聾養護学
校）を卒業した後、地域生活を営むことができるよう、身体機能の維持・回復等
のために必要な訓練を行います。 

自立訓練 
（生活訓練） 

知的障がい者や精神障がい者を対象として、病院や施設を退院、退所したり、
特別支援学校（養護学校）を卒業した後、地域生活を営むことができるよう、生
活能力の維持・向上等のために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 
就労を希望する障がいのある人に対し、一定期間、生産活動等の機会を提供
することによって、就労に必要な知識や能力の向上を図る訓練を行います。 

就労継続支援 
（Ａ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人に対し、雇用契約に
基づく就労の機会や生産活動等の機会を提供することによって、その知識や
能力の向上を図る訓練等を行います。 

就労継続支援 
（Ｂ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人に対し、雇用契約を
結ばないで就労の機会や生産活動等の機会を提供することによって、その知
識や能力の向上を図る訓練等を行います。 
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就労定着支援 
就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した人で、就労に伴う環境変
化により生活面の課題が生じたときに、生活面の課題を把握するとともに、企業
や関連機関等との連絡調整や課題解決に向けて必要となる支援を行います。 

療養介護 
医療及び常時介護を必要とする障がいのある人に対し、主に昼間に病院や施
設で機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理下の介護、日常生活上の
世話等を提供します。 

短期入所 
居宅で介護を行う人が疾病等で介護ができない場合に、障がいのある人等を
施設等へ短期間入所させ、入浴、排せつ、食事の介護等を提供します。 

＜利用実績と見込量＞ 

就労移行支援及び就労継続支援（Ｂ型）の合計日数及び実利用者数の増加が顕著と

なっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は増加または横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

生活介護 
合計日数 人日/月 882 956 958 

実利用者数 人/月 46 46 49 

自立訓練（機能訓練） 
合計日数 人日/月 0 0 0 

実利用者数 人/月 0 0 0 

自立訓練（生活訓練） 
合計日数 人日/月 48 58 12 

実利用者数 人/月 3 4 1 

就労移行支援 
合計日数 人日/月 154 216 251 

実利用者数 人/月 10 12 14 

就労継続支援（Ａ型） 
合計日数 人日/月 765 832 824 

実利用者数 人/月 37 39 39 

就労継続支援（Ｂ型） 
合計日数 人日/月 1,778 1,913 2,132 

実利用者数 人/月 100 106 120 

就労定着支援 実利用者数 人/月 2 2 4 

療養介護 実利用者数 人/月 1 1 1 

短期入所（福祉型） 
合計日数 人日/月 203 98 128 

実利用者数 人/月 18 13 13 

短期入所（療養型） 
合計日数 人日/月 4 31 0 

実利用者数 人/月 1 1 0 
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■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 
合計日数 人日/月 987 1,018 1,049 

実利用者数 人/月 51 54 56 

自立訓練（機能訓練） 
合計日数 人日/月 13 13 13 

実利用者数 人/月 1 1 1 

自立訓練（生活訓練） 
合計日数 人日/月 15 30 30 

実利用者数 人/月 1 2 2 

就労移行支援 
合計日数 人日/月 288 324 360 

実利用者数 人/月 16 18 20 

就労継続支援（Ａ型） 
合計日数 人日/月 830 840 861 

実利用者数 人/月 39 40 41 

就労継続支援（Ｂ型） 
合計日数 人日/月 2,160 2,214 2,268 

実利用者数 人/月 120 123 126 

就労定着支援 実利用者数 人/月 6 7 8 

療養介護 実利用者数 人/月 1 1 1 

短期入所（福祉型） 
合計日数 人日/月 136 144 153 

実利用者数 人/月 13 14 15 

短期入所（療養型） 
合計日数 人日/月 4 4 4 

実利用者数 人/月 1 1 1 

＜確保方策＞ 

相談員や関係機関と連携を図り、サービスを必要とする人への制度の周知を図ります。 

（３）居住系サービス 

サービス名 実施内容 

自立生活援助 

障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへ移行を希望する知的
障がい者や精神障がい者等について、本人の意思を尊重した地域生活を支援
するため、一定期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がい
者の理解力や生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行
います。 

共同生活援助 共同生活を行う住居で、相談や日常生活の援助を行います。 

施設入所支援 
施設に入所している人に、主に夜間や休日の入浴・排泄・食事の介護等を行
います。 
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＜利用実績と見込量＞ 

自立生活援助は、市内に事業所がなくサービス利用者はいない状況です。 

共同生活援助及び施設入所支援の実利用者数は、増加傾向となっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は増加または横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

自立生活援助 実利用者数 人/月 0 0 0 

共同生活援助 実利用者数 人/月 22 24 24 

施設入所支援 実利用者数 人/月 24 25 27 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立生活援助 実利用者数 人/月 0 0 1 

共同生活援助 実利用者数 人/月 30 32 34 

施設入所支援 実利用者数 人/月 27 27 27 

＜確保方策＞ 

サービス提供事業者の新規開設を促し、必要なサービス量の確保に努めます。 

グループホームの計画的な整備に向けて、社会福祉法人や民間事業所と協力しながら

計画的な整備を進めるとともに、障がいのある人がグループホームで生活することへの

市民の理解を深める普及啓発を図り、必要量の確保に努めます。 

（４）相談支援サービス 

サービス名 実施内容 

計画相談支援 
障がい福祉サービス等を利用する人に、サービス等利用計画の作成やサービ
ス事業者との連絡調整等の支援を行います。 

地域移行支援 
障がい者支援施設に入所または精神科病院に入院している人を対象に、住居
の確保や地域生活に移行するための支援を行います。 

地域定着支援 
単身等で生活する障がいのある人に対して、常に連絡がとれる体制を確保し、
緊急に支援が必要な事態が生じた際に、緊急訪問や相談などの支援を行いま
す。 
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＜利用実績と見込量＞ 

計画相談支援の実利用者数は増加傾向となっています。 

地域移行支援と地域定着支援は市内に事業所がなく、利用者がいない状況です。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は増加または横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

計画相談支援 実利用者数 人/月 43 53 58 

地域移行支援 実利用者数 人/月 0 0 0 

地域定着支援 実利用者数 人/月 0 0 0 

 

■ 第６期利用見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援 実利用者数 人/月 60 62 64 

地域移行支援 実利用者数 人/月 1 1 1 

地域定着支援 実利用者数 人/月 1 1 1 

＜確保方策＞ 

地域移行支援については、ネットワークを活用した専門的な相談支援が実施できる体

制を整える等、関係機関との連絡調整を行い、地域移行を推進していきます。 

地域定着支援については、関係機関との連携体制を確保し、障がいの特性に応じた緊

急時の対応等ができるよう、相談支援やケアマネジメントの向上を目指しながら、地域

定着の支援に努めます。 

  



弥富市 

88 

（５）発達障がい者等に対する支援（新規） 

項目 実施内容 

ペアレントトレーニン
グ※4、ペアレントプロ
グラム※5等による家
族スキル向上支援 

保護者が子どもとのより良い関わり方を学びながら、日常の子育ての困りごとを
解消し、子どもの発達促進や行動改善を目的とした保護者向けのプログラムを
開催し、家族支援を行います。 

ペアレントメンター※6

の養成等 

自らも発達障がいのある子どもの子育てを経験した保護者が、同じような発達
障がいのある子どもを持つ保護者に対して、共感的なサポートを行うペアレント
メンターの養成を行います。 

ピアサポート※7の活
動の推進 

同じ悩みを持つ本人同士や発達障がい児を持つ保護者同士等の、集まる場
の提供や集まる場を提供する際の子どもの一時預かりなどを行います。 

＜見込量＞ 

関係機関と調整しながら検討します。 

■ 第６期見込量 

項目 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ペアレントトレーニングや 
ペアレントプログラム等の 

支援プログラム等の受講者数 
人 0 0 3 

ペアレントメンターの人数 人 0 0 1 

ピアサポートの活動への参加人数 人 0 0 3 

＜確保方策＞ 

国の基本指針において、「発達障がい者等に対する支援」が活動指標として新たに盛

り込まれました。発達障がい者等の早期発見・早期支援には、発達障がい者等及びその

家族への支援が必要であることから、保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、

必要な知識や方法を身につけ、適切な対応ができるよう、発達障がい者等及びその家族

等に対する支援体制の確保に努めます。 

  

                                                                                                                           
※4 ペアレントトレーニング：保護者が子どもの行動を観察して特徴を理解したり、発達障がいの特性をふま

えたほめ方やしかり方等を学ぶことにより子どもの問題行動を減少させることを目標とするトレーニン

グのこと。 

※5 ペアレントプログラム：育児に不安がある保護者、仲間関係を築くことに困っている保護者などを、地域の

支援者（保育士、保健師、福祉事業所の職員等）が効果的に支援できるよう設定されたプログラムのこと。 

※6 ペアレントメンター：自らも発達障がいのある子育てを経験し、かつ相談支援に関する一定のトレーニン

グを受けた親のこと。同じような発達障がいのある子どもをもつ親に対して、共感的なサポートを行い、

地域資源についての情報の提供等を行う。 

※7 ピアサポート：医療・心理・福祉などの専門家による相談活動ではなく、同じ問題・課題・不安などを共

有する仲間（ピア）の間で、相互的に助け合うこと。 
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５ 障がい児支援の見込量と見込量確保の方策 

障がい児福祉サービス等の見込量に関しては、国の基本方針を踏まえ、過去の利用実績、

サービス利用意向、平均的な一人当たり利用量等を勘案し算出しています。 

（１）障がい児通所支援 

サービス名 実施内容 

児童発達支援 
未就学の障がいのある子どもに日常生活における基本的な動作の指導、自活
に必要な知識や技能の付与または集団生活への適応のための訓練、その他
必要な支援を行います。 

医療型児童発達 
支援 

日常生活における基本的動作の指導、独立生活に必要な知識技能の付与ま
たは集団生活への適応のための訓練及び医療的管理のもと理学療法などの
機能訓練や支援を行います。 

放課後等デイサービス 
就学中の障がいのある子どもに授業の終了後または学校の休業日に、生活能
力向上のために必要な訓練、社会との交流促進その他必要な支援を行いま
す。 

保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し、障がいのある子どもに障がいのない子どもとの集団生活へ
の適応のための専門的な支援を行います。 

居宅訪問型 
児童発達支援 

外出することが著しく困難な障がいのある子どもに対して居宅を訪問し、日常生
活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を行います。 

＜利用実績と見込量＞ 

児童発達支援の合計日数及び実利用者数は増加傾向となっています。 

第１期の利用実績を踏まえ、第２期は増加または横ばいを見込んでいます。 

■ 第１期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

児童発達支援 
合計日数 人日/月 66 132 174 

実利用者数 人/月 16 16 17 

医療型児童発達支援 
合計日数 人日/月 0 0 0 

実利用者数 人/月 0 0 0 

放課後等デイサービス 
合計日数 人日/月 1,051 896 1,034 

実利用者数 人/月 81 65 78 

保育所等訪問支援 
合計日数 人日/月 0 0 1 

実利用者数 人/月 0 0 1 

居宅訪問型児童発達支援 
合計日数 人日/月 0 0 0 

実利用者数 人/月 0 0 0 
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■ 第２期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援 
合計日数 人日/月 180 190 200 

実利用者数 人/月 18 19 20 

医療型児童発達支援 
合計日数 人日/月 4 4 4 

実利用者数 人/月 1 1 1 

放課後等デイサービス 
合計日数 人日/月 1,040 1,079 1,118 

実利用者数 人/月 80 83 86 

保育所等訪問支援 
合計日数 人日/月 1 1 1 

実利用者数 人/月 1 1 1 

居宅訪問型児童発達支援 
合計日数 人日/月 5 5 5 

実利用者数 人/月 1 1 1 

＜確保方策＞ 

子どもにとって、どのような発達支援のあり方が適切なのかを検討し、利用者のニー

ズに応じたサービス量の確保に努めます。また、関係機関と連携を図り、サービスを必

要とする人への制度の周知を図ります。 

（２）障がい児相談支援 

サービス名 実施内容 

障がい児相談支援 
障がいのある子どもが障がい児通所支援を利用する際に、障がい児支援利用
計画の作成及び支給決定後の障がい児支援利用計画の見直し（モニタリン
グ）を行います。 

＜利用実績と見込量＞ 

障がい児相談支援の実利用者数はほぼ横ばいとなっています。 

第１期の利用実績を踏まえ、第２期は増加を見込んでいます。 

■ 第１期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

障がい児相談支援 実利用者数 人/月 10 10 14 

 

■ 第２期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障がい児相談支援 実利用者数 人/月 18 22 26 
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＜確保方策＞ 

サービス利用更新の際に障がい児相談支援を推進していきます。 

（３）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数 

サービス名 実施内容 

医療的ケア児に対
する関連分野の支
援を調整するコー
ディネーターの配置

人数 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援
を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等の配置を促
進します。 

＜利用実績と見込量＞ 

平成30年度より配置を開始し、配置人数を増員することができました。 

第１期の利用実績を踏まえ、第２期は増加を見込んでいます。 

■ 第１期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

医療的ケア児に対する関連
分野の支援を調整するコー
ディネーターの配置人数 

配置人数 人 2 2 3 

 

■ 第２期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

医療的ケア児に対する関連
分野の支援を調整するコー
ディネーターの配置人数 

配置人数 人 3 3 4 

＜確保方策＞ 

関係機関と調整しながら、適切な配置に努めます。 
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（４）子ども・子育て支援事業 

サービス名 実施内容 

子ども・子育て 
支援事業 

子ども・子育て支援事業等の利用を希望する障がいのある子どもが、希望に
沿った利用ができるよう、保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）等における障がいのある子どもの受け入れの体制整備を
行うものとします。 

＜利用実績と見込量＞ 

平成30年度から令和元年度にかけては減少となっていますが、令和元年度から令和

２年度にかけては増加または横ばいとなっています。 

第１期の利用実績を踏まえ、第２期は保育所及び放課後児童健全育成事業は減少、認

定こども園は増加を見込んでいます。 

■ 第１期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

保育所 人数 人 120 63 85 

認定こども園 人数 人 3 2 7 

放課後児童健全育成事業 人数 人 22 20 20 

 

■ 第２期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保育所 人数 人 85 85 85 

認定こども園 人数 人 7 7 7 

放課後児童健全育成事業 人数 人 20 20 20 

＜確保方策＞ 

社会的に保育士が不足している状況の中、障がいのある園児を受け入れるために、保

育士を確保する必要があります。また、児童クラブで過ごすことが困難な児童もいるた

め、放課後等デイサービスの利用を検討してもらう等、連携を図ります。 
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６ 地域生活支援事業の見込量と見込量確保の方策 

第６期においても、障がい者自立支援給付と合わせ、障がいのある人が必要とするサー

ビスを提供していきます。本市の障がいのある人の状況、社会資源の状況、地域的なニー

ズの特性等に応じて、柔軟で効果的なサービスを提供します。 

本市に住む障がいのある人が地域で自立生活を進めるにあたって必要な事業として、第

５期計画で実施していた事業の継続を図りながら、障がいのある人や家族のニーズに沿っ

た事業を行います。地域生活支援事業には、必ず実施しなければならない必須事業と市の

判断で実施することができる任意事業があります。 

（１）必須事業 

①理解促進研修・啓発事業 

サービス名 実施内容 

理解促進研修・ 
啓発事業 

障がいのある人たちが日常生活及び社会生活をするうえで生じる「社会的障
壁」をなくすため、地域の住民に対して、障がいのある人たちに対する理解を深
めるための研修会やイベントの開催、啓発活動等を行います。 

＜利用実績と見込量＞ 

障がいのある人が、日常生活及び社会生活を営むうえで生じる「社会的障壁」を除去

するため、地域住民に対し、障がいのある人への理解を深めるための研修会や啓発活動

を行います。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有・無 有 有 有 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有・無 有 有 有 

＜確保方策＞ 

窓口において希望者にヘルプマークを配布したり、地域住民に対しヘルプマークの周

知を図るなど、障がいのある人に対する理解促進を目的とした広報活動を実施します。 
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②自発的活動支援事業 

サービス名 実施内容 

自発的活動支援 
事業 

障がいのある人、その家族、地域住民等が地域において自発的に行う活動
（災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動等）を支援します。 

＜利用実績と見込量＞ 

障がいのある人が、自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障がい

のある人、その家族、地域住民等ボランティア団体による自発的な取組を支援すること

により、共生社会の実現を図ります。また、障害者ボランティア活動事業補助金の交付

を継続します。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

自発的活動支援事業 実施の有無 有・無 有 有 有 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自発的活動支援事業 実施の有無 有・無 有 有 有 

＜確保方策＞ 

引き続きボランティアの養成や活動支援を行っていきます。 

③相談支援事業 

サービス名 実施内容 

障がい者相談 
支援事業 

障がいのある人等の福祉に関する問題に対して相談に応じ、必要な情報提供及
び助言等を行うとともに、虐待の防止やその早期発見のための関係機関との連
絡調整、障がいのある人等の権利擁護のために必要な援助を行います。 

基幹相談支援 
センター 

総合的な相談に対応するほか、人材育成や地域のネットワーク化を図る等、地
域における相談の中核的な役割を担う機関です。 

住宅入居等 
支援事業 

入居に必要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言の対応
を行います。 

基幹相談支援 
センター等機能 
強化事業 

相談支援機能の強化のため、相談支援機関に専門的職員を配置するものです。  
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＜利用実績と見込量＞ 

相談員のスキルアップを行うことにより、より充実した相談支援に努めます。基幹相

談支援センターについては、相談支援事業所の誘致を積極的に行い、相談支援事業所の

数が増えた後に設置を検討していきます。住宅入居等支援事業については、保証人等が

いない等の理由により入居が困難な障がいのある人に対し、入居に必要な調整等に係る

支援を行うとともに、家主等へ相談・助言を行う住宅入居支援事業の実施を検討します。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

障がい者相談支援事業 事業所数 か所 4 4 4 

基幹相談支援センター 事業所数 か所 0 0 0 

住宅入居等支援事業 実施の有無 有・無 無 無 無 

基幹相談支援センター等 
機能強化事業 

実施の有無 有・無 無 無 無 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障がい者相談支援事業 事業所数 か所 4 5 5 

基幹相談支援センター 事業所数 か所 1 1 1 

住宅入居等支援事業 実施の有無 有・無 無 無 無 

基幹相談支援センター等 
機能強化事業 

実施の有無 有・無 無 無 無 

＜確保方策＞ 

障がいのある人からの相談に対し、相談支援事業所の紹介や、必要な情報提供や助言

を行えるよう努めていきます。 

④成年後見制度利用支援事業 

サービス名 実施内容 

成年後見制度 
利用支援事業 

成年後見制度の利用が有効と認められる知的障がい者または精神障がい者
に対し、申立てに要する経費及び後見人等の報酬を助成します。 

＜利用実績と見込量＞ 

ほぼ横ばいで推移しています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は横ばいを見込んでいます。 
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■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

成年後見制度利用支援事業 利用者数 人/年 0 2 0 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

成年後見制度利用支援事業  利用者数 人/年 1 1 1 

＜確保方策＞ 

相談支援事業等により該当者の把握に努め、必要に応じて当該事業による補助を実施

します。また、関係機関と連携を図りながら必要な人に情報提供を行い、周知を図りま

す。 

⑤成年後見制度法人後見支援事業 

サービス名 実施内容 

成年後見制度 
法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことのできる法人を確保で
きる体制の整備を進めます。 

＜利用実績と見込量＞ 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことのできる法人を確保できる体

制を整備するとともに、市民後見人（支援員等）の活用も含めた法人後見の活動を支援

する事業です。海部南部権利擁護センターや近隣市町村と連携しながら体制の整備に向

けて検討をします。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

成年後見制度 
法人後見支援事業 

実施の有無 有・無 無 無 無 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

成年後見制度 
法人後見支援事業 

実施の有無 有・無 無 無 有 
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＜確保方策＞ 

令和２年10月にＮＰＯ法人海部南部権利擁護センターを開設し、利用を必要とする人

への周知を図ります。 

⑥意思疎通支援事業 

サービス名 実施内容 

手話通訳者派遣事業 
意思疎通を図ることに支障がある障がいのある人等に対して、手話通訳者、要
約筆記者を派遣する事業や、手話通訳者を設置する事業等を実施し、他者と
の意思疎通の仲介を行います。 

要約筆記者派遣事業 

手話通訳者設置事業 

＜利用実績と見込量＞ 

ほぼ横ばいで推移しています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

手話通訳者派遣事業 利用件数 件/年 1 2 2 

要約筆記者派遣事業 利用件数 件/年 0 0 0 

手話通訳者設置事業 実設置者数 人/年 1 1 1 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話通訳者派遣事業 利用件数 件/年 5 5 5 

要約筆記者派遣事業 利用件数 件/年 3 3 3 

手話通訳者設置事業 実設置者数 人/年 1 1 1 

＜確保方策＞ 

障がいのある人の社会参加を促進していくため、派遣事業についてより多くの人たち

に知ってもらうとともに、事業の担い手である手話通訳者・要約筆記者の養成や研修の

充実に努めます。また、手話通訳者・要約筆記者の派遣事業を実施し、円滑な対応を図

ります。 
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⑦日常生活用具給付等事業 

サービス名 実施内容 

日常生活用具 
給付等事業 

重度の身体障がい者（児）、知的障がい者（児）、精神障がい者、難病患者等
であって、当該用具を必要とする者に対し、日常生活上の便宜を図るため、用
具の購入費の一部を助成します。 

＜利用実績と見込量＞ 

排泄管理支援用具は令和元年度から令和２年度にかけて減少となっています。その他

のサービスはほぼ横ばいとなっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は増加または横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業 

介護・訓練支援用具 利用件数 件/年 1 1 1 

自立生活支援用具 利用件数 件/年 4 9 5 

在宅療養等支援用具 利用件数 件/年 9 8 8 

情報・意思疎通 
支援用具 

利用件数 件/年 5 5 4 

排泄管理支援用具 利用件数 件/年 1,028 1,004 1,000 

居宅生活動作補助用具 利用件数 件/年 0 0 0 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業 

介護・訓練支援用具 利用件数 件/年 1 1 1 

自立生活支援用具 利用件数 件/年 6 6 6 

在宅療養等支援用具 利用件数 件/年 8 8 8 

情報・意思疎通 
支援用具 

利用件数 件/年 5 5 5 

排泄管理支援用具 利用件数 件/年 1,000 1,010 1,020 

居宅生活動作補助用具 利用件数 件/年 1 1 1 

＜確保方策＞ 

障がいのある人（子ども）一人ひとりの障がい特性、ニーズ等を的確に把握し、必要

性等に応じ基準の見直しをする等、柔軟な対応が課題です。市の障がい者施策のガイド

やホームページ、障がい者団体を通じて事業内容の周知に努めるとともに、生活用具の

利便性や操作性等十分に検討しながら支給品目の見直しを行っていきます。 
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⑧手話奉仕員養成研修事業 

サービス名 実施内容 

手話奉仕員 
養成研修事業 

聴覚障がい者との交流活動の促進、市区町村の広報活動等の支援者として
期待される手話奉仕員（日常会話程度の手話表現技術を取得した者）の養成
研修を行います。 

＜利用実績と見込量＞ 

養成講習修了者数はほぼ横ばいとなっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

手話奉仕員養成研修事業 
養成講習 
修了者数 

人/年 2 5 0 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話奉仕員養成研修事業 
養成講習 
修了者数 

人/年 10 10 10 

＜確保方策＞ 

引き続き手話奉仕員養成講座を開催し、奉仕員の養成に努めるとともにその充実を

図っていきます。また、手話奉仕員登録後の活動の場を検討し、事業についての周知を

図ります。 

⑨移動支援事業 

サービス名 実施内容 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がいのある人等に対して、外出のための支援を行うこ
とにより、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のため
の外出の際の移動を支援します。 

＜利用実績と見込量＞ 

令和元年度及び令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策に伴い外出を控える傾

向にあったため、利用時間、利用者数ともに減少傾向となっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は増加または横ばいを見込んでいます。 

  



弥富市 

100 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

移動支援事業 
利用時間 時間/年 1,388 1,205 453 

利用者数 人/年 28 21 10 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

移動支援事業 
利用時間 時間/年 1,300 1,350 1,400 

利用者数 人/年 25 25 25 

 

＜確保方策＞ 

制度の周知を図るとともに、利用者自身が自らの障がいの状況等に合った事業所を選

択できるよう、事業者情報の提供を行い、引き続き必要な量の確保に努めます。また、

同性介助が原則なため、利用者のニーズを把握し事業所と協力しながらヘルパーの確

保・育成に努めます。 

⑩地域活動支援センター事業 

サービス名 実施内容 

地域活動支援 
センター事業 

創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等を支援す
る事業です。 

＜利用実績と見込量＞ 

利用者数及び事業所数は増加傾向となっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は増加または横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

地域活動支援センター事業 
利用者数 人/年 30 （11） 38 （11） 41 （10） 

事業所数 か所 17 （1） 19 （1） 19 （1） 

(  )の数値は、市内の利用者数と事業所数 
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■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域活動支援センター事業 
利用者数 人/年 35 （12） 36 （12） 37 （12） 

事業所数 か所 19 （1） 19 （1） 19 （1） 

(  )の数値は、市内の利用者数と事業所数 

＜確保方策＞ 

今後、新庁舎建設後の十四山支所の利活用の方向と現在利用中の利用者の利用方法の

見直しなどを踏まえて、定員が増員できる環境づくりに努めます。 

（２）任意事業 

①日中一時支援事業 

サービス名 実施内容 

日中一時支援事業 
障がいのある人等の日中における活動の場を提供するとともに家族の就労支
援及び日常的に介護している家族の一時的な休息を目的として、日中一時支
援事業を実地します。 

＜利用実績と見込量＞ 

利用者数及び事業所数はほぼ横ばいとなっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

日中一時支援事業 
利用者数 人/年 55 55 48 

事業所数 か所 17 17 17 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

日中一時支援事業 
利用者数 人/年 60 60 60 

事業所数 か所 18 18 18 

＜確保方策＞ 

ニーズに対応できるよう事業所と連携を図り、事業の充実に努めます。 

サービスを担える新たな事業者の開拓等により、サービス提供事業所の拡大を図り、

身近な場所での利用や今後の利用の増加に対応できるよう努めます。 
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②訪問入浴サービス事業 

サービス名 実施内容 

訪問入浴サービス 
事業 

身体障がい者等の生活を支援するため、訪問により居宅において入浴サービ
スを提供し、身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図る目的として、訪問
入浴サービス事業を実施します。 

＜利用実績と見込量＞ 

利用者数及び事業所数は減少傾向となっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は横ばいを見込んでいます。 

■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

訪問入浴サービス事業 
利用者数 人/年 5 3 2 

事業所数 か所 2 1 1 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問入浴サービス事業 
利用者数 人/年 3 3 3 

事業所数 か所 2 2 2 

＜確保方策＞ 

事業の周知を図り、必要な人が支援を受けられるよう努めます。 

③社会参加支援事業 

サービス名 実施内容 

身体障がい者用 
自動車改造費 
助成事業 

身体障がい者が就労等に伴い自動車を取得する場合、その自動車の改造に
要する経費の一部を助成します。 

身体障がい者 
自動車運転免許 
取得費助成事業 

身体障がい者が就労等に伴い自動車運転免許を取得するため、自動車教習
所において教習を受けるのに必要な経費の一部を助成します。 

声の広報等 
発行事業 

文字による情報入手が困難な障がいのある人のために市のホームページに声
の広報を掲載します。 

＜利用実績と見込量＞ 

利用者数はほぼ横ばいとなっています。 

第５期の利用実績を踏まえ、第６期は横ばいを見込んでいます。 
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■ 第５期利用実績 

サービス名 区分 単位 平成 30年度 令和元年度 
令和２年度 
（見込） 

身体障がい者用自動車 
改造費助成事業 

利用者数 人/年 0 2 1 

身体障がい者自動車運転 
免許取得費助成事業 

利用者数 人/年 0 1 1 

声の広報等発行事業 利用者数 人/月 12 12 12 

 

■ 第６期見込量 

サービス名 区分 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

身体障がい者用自動車 
改造費助成事業 

利用者数 人/年 1 1 1 

身体障がい者自動車運転 
免許取得費助成事業 

利用者数 人/年 1 1 1 

声の広報等発行事業 利用者数 人/月 12 12 12 

＜確保方策＞ 

文字による情報入手が困難な障がいのある人のために、市のホームページに「声の広

報」を引き続き掲載します。必要な人への制度の周知に努めます。 
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第６章 計画の推進に向けて 

１ 計画の周知・情報提供の充実 

本計画について、市の広報紙、ホームページ等を通じて広く一般に周知し、障がいのあ

る人及び家族や地域住民、障がい者支援に関わる人々の共通の理解を得ながら計画を推進

していきます。 

障がいのある人が、自らの意思で障がい福祉サービスを選択し、利用しながら、地域に

おいて自立した生活を送ることができるよう、市の広報紙やホームページ等を通じて分か

りやすく各種サービスや制度に関する情報提供を図ります。 

２ 庁内連携体制の強化 

障がいのある人やその家族が抱える問題は多岐にわたるため、福祉、保健、教育、就労、

医療等、関係する課との連携強化を図ります。 

３ 地域との連携 

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、地域住民やボラン

ティアによる様々な支援が必要です。 

障がいのある人に対する各種施策を推進していくために、地域住民をはじめ、サービス

提供事業者、ボランティア、NPO法人、民間企業、関係機関等との連携・協働が重要に

なります。そのため、社会福祉協議会との連携を図り、地域住民やボランティア等の地域

福祉活動との協働体制づくりを進めていきます。 

４ 計画の進捗状況の点検・評価体制 

本計画においては、「施設入所者の地域生活への移行」等の目標値を「成果目標」とし、

障がい福祉サービスの見込量を「活動指標」としています。 

国の基本指針では、「①成果目標については、少なくとも１年ごとの評価を行うことと

する。②障がい福祉サービス等の利用実績（活動指標）については、毎月の利用者数や利

用時間、利用日数が把握できることから、評価は、より高い頻度で行うことが望ましい。」

としています。 

このため、本計画については、「ＰＤＣＡサイクル」のプロセスを実施し、成果目標の

達成状況等について、毎年度点検・評価を行い、必要があると認めるときは、計画の変更

や事業の見直し等の措置を講じていきます。 

また、点検・評価及び改善にあたっては、県、近隣市町等との連携を図るとともに、「海

部南部障害者自立支援協議会」を活用し、「ＰＤＣＡサイクル」に基づいた計画の推進と

進行管理を行います。また、地域の障がい福祉に関するシステムづくりにおいて中核的な

役割を果たす定期的な協議の場として、地域の関係機関によるネットワークの構築に向け

た取組を推進していきます。 
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■ ＰＤＣＡサイクルに基づく計画の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果目標及び活動指標については、自立

支援協議会等を活用して１年に１回その

実績を把握し、障がい者施策や関連施策

の動向も踏まえながら、障がい福祉計画

及び障がい児福祉計画の中間評価として

分析・評価を行う。 
 

○市民への進捗状況や成果の公表 

｢基本指針に則して成果目標及び活動指

標を設定するとともに、障がい福祉サー

ビス等の見込量の設定・その他の確保方

策等を定める。 
 

○計画の公表 

計画の内容を踏まえ、事業を実施する。 
 

○統計データ収集 

○市民意識調査 

○団体ヒアリング 

などによる問題・課題と成果等の把握 

中間評価等の結果を踏まえ、必要がある

と認められるときは、障がい福祉計画及

び障がい児福祉計画の見直し等を実施

し、問題・課題への対応を行う。 
 

○施策や計画への反映 

Ｐｌａｎ 
（計画） 

Ｄｏ 
（実行） 

Ｃｈｅｃｋ 
（評価） 

Ａｃｔ 
（改善） 
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当事者 

■ 計画の推進体制と進行管理の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弥富市障がい者計画・第６期弥富市障がい福祉計画・ 

第２期弥富市障がい児福祉計画 

（当事者・市民・事業所・弥富市） 

７本の施策の柱 

各個別事業 

実 施 

事業所 市 民 

弥富市 

協働・バックアップ 

愛知県・国 

進行管理 
海部南部障害者 

自立支援協議会 

次期計画へ 

必要に応じ見直し 
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資 料 編 

１ 弥富市障がい者計画等策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 障害者基本法（昭和 45年法律第 84号）第 11条第３項の規定に基づく弥富市

障がい者計画及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第 123号）第 88条第１項に基づく弥富市障がい福祉計画（以下「弥富市障

がい者計画等」という。）を策定するため、弥富市障がい者計画等策定委員会（以下｢委

員会｣という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の事務は、弥富市障がい者計画等の策定に関し、幅広い視野と専門的な見

地から意見を述べることとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 15人以内で組織する。 

２ 委員は、関係機関の代表、障がい者団体の代表及びその他市長が必要と認めた者のう

ちから市長が委嘱する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、弥富市障がい者計画等の策定完了までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により選任し、副委員長は、委員長が指名する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会においては、委員長が議長となる。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決すると

ころによる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、健康福祉部福祉課で行う。 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 20年６月 19日から施行する。 

（弥富市障がい者福祉計画策定委員会設置要綱の廃止） 

２ 弥富市障がい者福祉計画策定委員会設置要綱（平成 10年）は、廃止する。 

附 則（平成 23年 6月 23日） 

この要綱は、平成 23年７月１日から施行する。 

附 則（平成 26年 4月 3日） 

この要綱は、平成 26年４月 14日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  
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２ 弥富市障がい者計画等策定委員会委員名簿 
（敬称略／順不同） 

役 職 氏 名 職 名 

委員長 八 木 春 美 社会福祉協議会会長 

副委員長 服 部 澄 代 心身障害児（者）父母の会会長 

委 員 田 中 清 次 医師会代表 

委 員 遠 藤 東 子 民生・児童委員協議会会長 

委 員 髙 橋  忠 地域住民代表（区長会） 

委 員 山 崎 昭 道 身体障害者福祉会会長 

委 員 服 部 有 三 佐織特別支援学校校長 

委 員 片 岡 博 喜 津島保健所長 

委 員 古 江 俊 博 津島公共職業安定所長 

委 員 栗 田 和 洋 青い鳥医療療育センター長 

委 員 浦 井 康 弘 愛厚弥富の里所長 

委 員 秋 山 佳 彌 ボランティア連絡協議会会長 

委 員 坂 井  恵 相談支援事業所相談員 

委 員 矢 野 恭 平 相談支援事業所相談員 

委 員 伊 藤  豊 相談支援事業所相談員 

  



資 料 編 

115 

３ 計画策定の経緯 

開催日 審議内容等 

令和２年６月 17日～ 

６月 30日 

「福祉に関するアンケート」実施 

調査対象者：本市に居住する身体障がい者手帳・療育手帳・精神障
がい者保健福祉手帳の所持者から無作為抽出 

配布数：1,914人 回収数：1,003件 回収率：52.4％ 

令和２年９月 30日 

第１回 弥富市障がい者計画等策定委員会 

協議事項 

１）委員長の選任及び副委員長の指名について 

２）弥富市障がい者福祉計画・第５期弥富市障がい福祉計画・第１
期弥富市障がい児福祉計画（Ｈ30～Ｒ2年度）の「現計画達成状
況調査シート」について 

３）障がい者計画アンケート結果報告書について 

４）ヒアリングにおいて各団体から出された要望や提案について 

５）第６期及び第２期計画から加わる新しい成果目標について 

６）その他 

令和２年 10月 27日 

第２回 弥富市障がい者計画等策定委員会 

協議事項 

１）弥富市障がい者計画・第６期弥富市障がい福祉計画・第２期弥
富市障がい児福祉計画（素案）について 

２）その他 

令和２年 12月 15日～ 

令和３年１月 14日 

弥富市障がい者計画・第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉
計画（素案）パブリックコメントの実施 

令和３年２月９日 

第３回 弥富市障がい者計画等策定委員会 

協議事項 

１）弥富市障がい者計画・第６期弥富市障がい福祉計画・第２期弥
富市障がい児福祉計画（素案）について 

２）その他 
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89.8 

89.7

93.1

87.0

1.6 

1.8

0.6

2.4

1.0 

1.2

1.3

1.4

1.1 

0.4

3.8

1.9

2.9 

3.4

0.0

1.9

2.6 

3.2

0.6

3.4

1.0 

0.3

0.6

1.9

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=1,003

身体障害

n=  759

知的障害

n=  160

精神障害

n=  207

自宅（親戚・友人・知人宅を含む） 病院（１年以上の長期入院）

障がい者の入所施設 障がい者のグループホーム

高齢者の施設 その他

無回答

80.8 

83.1

69.4

72.9

0.7 

0.9

0.0

1.4

2.2 

2.2

4.4

2.4

3.1 

1.2

14.4

3.4

2.9 

3.2

0.6

1.9

2.2 

1.6

1.3

7.2

7.1 

7.2

8.8

8.7

1.1 

0.5

1.3

1.9

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=1,003

身体障害

n=  759

知的障害

n=  160

精神障害

n=  207

自宅 病院

障がい者の入所施設 障がい者のグループホーム

高齢者の施設 その他

わからない 無回答

４ アンケート結果 

結果１ 住まいや暮らしの状況 

現在の住まいについてみると、全体では「自宅」（89.8％）の割合が最も高く、今後

５年後以内の希望する住まいにおいても、「自宅」（80.8％）の割合が最も高くなって

います。 

一方、障がい種別でみると、知的障がいでは現在の住まいにおいて「障がい者のグルー

プホーム」と回答した方が3.8％に対して、今後５年後以内の希望する住まいでは

14.4％の方が「障がい者のグループホーム」を希望しています。（問６・問８より） 

問６ 現在の住まい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 今後５年以内の希望する住まい 
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8.8 

10.5 

3.5 

3.5 

21.1 

17.5 

8.8 

1.8 

5.3 

14.0 

24.6 

7.0 

38.6 

3.5 

0% 25% 50% 75% 100%

通園（所）・通学が不便

トイレ等の設備

介助スタッフが少ない

希望する園・学校等

に入れない

友達ができにくい

職員の理解や知識の不足

クラスの仲間等の

理解の不足

医療的なケア

（吸引・導尿等）

下校時に過ごす場所がない

長期の休み中に過ごす

場所がない

送迎等家族の負担

その他

特にない

無回答

全体

n=57

結果２ 障がい児の保育・教育の状況 

現在通園（所）・通学していると回答した方の通園（所）・通学等で困っていることを

みると、「特にない」（38.6％）が最も高いものの、「送迎等家族の負担」（24.6％）、「友

達ができにくい」（21.1％）、「職員の理解や知識の不足」（17.5％）が上位に挙がって

おり、通学の利便性や設備に関すること、障がいへの理解について困っている様子がう

かがえます。（問23より） 

 問 23 通園（所）・通学等で困っていること  
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50.9 

50.9 

29.8 

40.4 

17.5 

5.3 

19.3 

1.8 

0% 25% 50% 75% 100%

就学相談や進路相談

などの相談体制の充実

能力や障がいの状況に

あった支援

施設・設備・教材の充実

個別的な支援の充実

通常学級での学習や

交流の機会の増加

その他

特にない

無回答

全体

n=57

通園（所）・通学先や市の相談窓口に望むこととしては、「就学相談や進路相談などの

相談体制の充実」「能力や障がいの状況にあった支援」（各50.9％）の割合が最も高く、

次いで「個別的な支援の充実」（40.4％）となっています。（問24より） 

問 24 通園（所）・通学先や市の相談窓口に望むこと 
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7.1 

8.5

3.7

5.0

7.8 

7.8

4.6

7.8

9.1 

7.5

15.7

8.9

0.2 

0.3

0.0

0.0

10.1 

4.2

49.1

16.8

43.7 

49.2

8.3

38.5

7.8 

7.4

8.3

10.6

14.3 

15.1

10.2

12.3

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=835

身体障害

n=650

知的障害

n=108

精神障害

n=179

自営業（家族従事者を含む）

正規の社員（職員）

臨時・パート・アルバイト（非正規雇用を含む）

内職

福祉施設や小規模作業所等（就労継続支援Ａ型を含む）

以前働いていたが今は働いていない

これまで働いたことはない

無回答

5.6 

28.0 

8.0 

12.9 

11.5 

3.5 

4.9 

40.6 

11.2 

0% 25% 50% 75% 100%

通勤が困難

収入が少ない

仕事がきつい

職場の人間関係

コミュニケーションが困難

職場の施設や設備

その他

特にない

無回答

全体

n=286

17.8 

8.4 

11.9 

12.2 

4.2 

3.8 

7.7 

25.5 

12.9 

15.7 

0% 25% 50% 75% 100%

ハローワーク

障がい者就労支援センター

家族や知人の紹介

学校の紹介

福祉施設や小規模作業所の紹介

役所の紹介

相談支援事業所の紹介

自分で探した

その他

無回答

全体

n=286

結果３ 障がい者が働きやすい雇用環境づくり 

現在の就労状況をみると、約３割の方が何らかの形で就労していると回答しています

が、正規の社員（職員）として働いている方は１割に満たない状況です。（問25より） 

就労している方の仕事で困っていることは、「特にない」（40.6％）の割合が最も高

く、次いで「収入が少ない」（28.0％）、「職場の人間関係」（12.9％）となっています。

また、仕事を探すときに利用したものでは、「自分で探した」（25.5％）の割合が最も

高くなっています。（問25-３・問25-４より） 

問 25 現在の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 25-3 仕事で困っていること 問 25-4 仕事を探すときに利用したもの 
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40.7 

41.1 

22.7 

39.3 

29.4 

18.2 

18.0 

2.9 

13.6 

26.0 

0% 25% 50% 75% 100%

自宅に近く、健康状態に

合わせた働き方ができること

障がいのある方に適した仕事の提供

職業訓練、就労のあっせん、

相談等ができる場があること

事業主や職場の人たちが、障がい者雇用

について十分理解していること

職場環境が障がいのある方にも利用

できるように配慮されていること

介助者や、同じような障がいのある

仲間と一緒に働けること

職場に慣れるまでの援助制度が使えること

その他

わからない

無回答

全体

n=1,003

一方で、障がい等のある方が働くために大切だと思うことでは、「障がいのある方に

適した仕事の提供」（41.1％）の割合が最も高く、次いで「自宅に近く、健康状態に合

わせた働き方ができること」（40.7％）、「事業主や職場の人たちが、障がい者雇用につ

いて十分理解していること」（39.3％）となっています。 

問 26 障がい等のある方が働くために大切だと思うこと 
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7.5 

7.3 

5.3 

4.6 

13.9 

10.7 

10.0 

18.5 

9.1 

45.0 

1.8 

0% 25% 50% 75% 100%

開催日や内容等の情報がない

催しの内容に魅力がない

催しの参加方法がわからない

開催場所の設備等が障がい者向け

に整備されていない

援助者の派遣がないと、

ひとりで参加は無理

一緒に参加する友人がいない

誘われない

重い障がい・病気等のため

その他

特に理由はない

無回答

全体

n=438

24.2 

2.7 

5.0 

5.9 

13.1 

0% 25% 50% 75% 100%

春祭り・

健康フェスティバル

職場でのサークル活動

障がい者スポーツ大会

公民館等での社会教育活動

福祉センターや

その他の施設の催し

27.2 

2.2 

43.7 

7.2 

0% 25% 50% 75% 100%

自治会・福寿会・

子ども会等の行事

その他

参加したことはない

無回答

全体

n=1,003

参加したい

12.9%

条件が合えば

参加したい

34.0%

参加できない

13.0%

参加したくない

16.5%

わからない

17.8%

無回答

5.9%

全体 n=1,003

結果４ 地域の行事等への参加 

地域の行事や活動への参加状況は、「参加したことはない」（43.7％）が最も高く、

また参加しない理由については「特に理由はない」（45.0％）が最も高いものの、今後

の参加意向をみると「参加したい」（12.9％）と「条件が合えば参加したい」（34.0％）

を合わせた 46.9％の方に参加意向があります。（問 29・問 29-１・問 30より） 

問 29 参加したことがある地域の行事・活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 29-1 参加しない理由 問 30 今後の地域の行事や 

  活動への参加意向 
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8.5 

19.3 

7.6 

5.2 

10.7 

4.7 

1.9 

1.1 

1.2 

1.6 

1.8 

1.4 

57.0 

49.9 

56.3 

57.4 

52.1 

58.4 

32.6 

29.7 

34.9 

35.8 

35.4 

35.5 

0% 25% 50% 75% 100%

①訪問系サービス

②通所系サービス

③就労系サービス

④入所・入居系

サービス

⑤相談系サービス

⑥短期入所

利用している 利用したいが

利用できていない

利用していない 無回答

11.1 

18.3 

11.1 

12.4 

16.4 

9.6 

21.9 

19.7 

24.7 

20.9 

17.5 

21.5 

30.9 

27.5 

26.7 

30.9 

28.0 

31.9 

36.1 

34.4 

37.5 

35.8 

38.1 

37.0 

0% 25% 50% 75% 100%

①訪問系サービス

②通所系サービス

③就労系サービス

④入所・入居系

サービス

⑤相談系サービス

⑥短期入所

利用したい 利用しなくてもよい わからない 無回答

結果５ 障がい福祉サービス等の利用・力を入れてほしい施策等 

障がい福祉サービスの現在の利用状況をみると、①～⑥のいずれのサービスにおいて

も「利用していない」方の割合が最も高く、今後の利用意向では「利用したい」と回答

した方の割合を「利用しなくてもよい」と回答した方の割合が上回っています。一方で、

今後の利用意向において、いずれのサービスも「わからない」と回答した方が約 3割、

「利用したい」と回答した方が約 1割～２割となっています。（問 32より） 

問 32 障がい福祉サービスの利用状況と利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 n=1,003 
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在 

の 
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用 
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況 
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の 
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用 

意 

向 



資 料 編 

123 

5.7 

5.1 

4.7 

3.6 

7.2 

5.4 

6.8 

7.9 

7.1 

9.3 

6.7 

7.4 

7.8 

11.7 

13.2 

10.4 

9.1 

5.7 

8.1 

12.3 

10.8 

12.7 

8.2 

12.5 

13.9 

13.9 

19.7 

17.9 

18.1 

16.6 

19.0 

20.8 

27.6 

27.3 

25.1 

23.9 

2.3 

2.6 

30.4 

27.5 

29.3 

25.9 

24.0 

30.6 

23.5 

27.8 

26.4 

26.5 

28.8 

25.2 

30.4 

25.5 

24.6 

27.2 

23.9 

1.5 

2.9 

29.7 

35.4 

31.4 

42.2 

36.3 

27.6 

33.1 

20.0 

24.5 

20.5 

25.1 

24.9 

16.4 

11.5 

10.0 

12.1 

16.7 

2.1 

1.9 

21.9 

21.2 

21.9 

20.1 

20.0 

22.5 

22.7 

24.5 

24.0 

25.5 

22.8 

23.4 

24.6 

23.7 

24.9 

25.2 

26.4 

88.4 

84.5 

①相談窓口をつくるなど相談体制の充実

②サービス利用の手続きの簡素化

③行政からの福祉に関する情報提供の充実

④保健・医療・福祉のサービスの充実

⑤災害のときの避難誘導体制の整備

⑥保健や福祉の専門的な人材育成と資質の向上

⑦重度の人のための入所施設の整備

⑧生活訓練・職業訓練などの通所施設の整備

⑨グループホームの整備など生活の場の確保

⑩職業訓練の充実や働く場所の確保

⑪利用しやすい公共施設の整備・改善

⑫利用しやすい道路・建物等の整備・改善

⑬福祉教育や広報活動の充実

⑭市民同士が触れ合う機会や場の充実

⑮スポーツ、サークル、文化活動の充実

⑯いろいろなボランティア活動の充実

⑰個性を生かした保育・教育内容の充実

⑱その他

⑲特にない

0% 25% 50% 75% 100%

重要度１

（低）

重要度２ 重要度３ 重要度４

（高）

無回答

また、今後５年程度の間で力を入れてほしい市の施策をみると、④保健・医療・福祉

のサービスの充実について「重要度４（高）」と回答した方の割合が42.2％と高く、他

の施策よりニーズが高いことがうかがえます。（問46） 

さらに、自由意見では「移動支援」や「相談体制」についての意見が多く挙がってい

ます。 

問 46 今後５年程度の間で力を入れてほしい市の施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 n=1,003 
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33.2

34.1

19.4

39.1

40.8

39.3

62.5

32.4

21.2

21.1

15.6

23.7

4.8

5.5

2.5

4.8

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=1,003

身体障害

n=  759

知的障害

n=  160

精神障害

n=  207

できる できない わからない 無回答

22.1

24.9

13.8

19.3

35.4

33.1

46.3

42.5

36.5

35.3

37.5

30.9

6.0

6.7

2.5

7.2

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=1,003

身体障害

n=  759

知的障害

n=  160

精神障害

n=  207

いる いない わからない 無回答

結果６ 災害時の避難等について 

災害等緊急時にひとりで避難することの可否について、40.8％の方が「できない」

と回答しており、家族不在時や一人暮らしの場合に助けてくれる近所の人の有無では、

35.4％の方が「いない」と回答しています。（問 37・問 38より） 

問 37 災害等緊急時にひとりで避難することの可否 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 38 家族不在時や一人暮らしの場合に助けてくれる近所の人の有無  
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26.6 

21.2 

14.8 

40.6 

18.7 

24.5 

37.3 

34.7 

12.4 

3.3 

4.0 

13.9 

13.7 

7.8 

0% 25% 50% 75% 100%

どのような災害が起こったのか、すぐにはわからない

救助を求めることができない

救助を求めても来てくれる人がいない

安全なところまで、すぐに避難することができない

まわりの人とのコミュニケーションがとれない

被害状況、避難所の場所、物資の入手方法がわからない

避難所で障がいにあった対応をしてくれるか心配である

必要な薬が手に入らない、治療を受けられない

補装具や日常生活用具が使えなくなる

酸素ボンベや吸たん器、人工呼吸器が使えなくなる

その他

特にない

わからない

無回答

全体

n=1,003

知っており、

登録を申請した

7.7%

知っているが、

登録は申請

していない

21.4%

知らなかった

62.1%

無回答

8.8%

全体 n=1,003

地震や台風等の災害時に困ることでは、「安全なところまで、すぐに避難することが

できない」（40.6％）が最も高く、次いで「避難所で障がいにあった対応をしてくれる

か心配である」（37.3％）、「必要な薬が手に入らない、治療を受けられない」（34.7％）

となっています。（問39より） 

さらに、災害時要援護者（避難行動要支援者）登録制度の認知状況では、「知ってお

り、登録を申請した」方はわずか7.7％にとどまり、62.1％の方が「知らなかった」と回

答しています。（問40より） 

問 39 地震や台風等の災害時に困ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 40 災害時要援護者（避難行動要支援者）登録制度の認知状況 
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15.6 

11.3

34.4

20.3

20.6 

19.2

27.5

22.2

14.2 

16.1

5.0

12.6

32.5 

38.5

10.6

24.6

11.1 

9.1

16.3

12.1

6.1 

5.8

6.3

8.2

0% 25% 50% 75% 100%

全体

n=1,003

身体障害

n=  759

知的障害

n=  160

精神障害

n=  207

ある 少しはある ほとんどない ない わからない 無回答

名前も内容も

知っている

9.1%

聞いたことが

あるが、

内容は知らない

26.9%
名前も内容も

知らない

54.2%

無回答

9.8%

全体 n=1,003

名前も内容も

知っている

10.3%

聞いたことが

あるが、

内容は知らない

34.6%

名前も内容も

知らない

46.0%

無回答

9.2%

全体 n=1,003

結果７ 権利擁護について 

障がいがあることで差別を受けたり、嫌な思いをした経験についてみると、「ある」

（15.6％）、「少しはある」（20.6％）、「ほとんどない」（14.2％）を合わせた50.4％

の方が差別を受けたり、嫌な思いを経験しています。（問41より） 

また、権利擁護に関する法律の認知状況について、障害者差別解消法の認知状況・障

害者虐待防止法の認知状況をみると、いずれも「名前も内容も知らない」（54.2％・

46.0％）、「聞いたことがあるが、内容は知らない」（26.9％・34.6％）と回答した方

で約８割を占め、「名前も内容も知っている」と回答した方はそれぞれ9.1％・10.3％

にとどまっています。（問44・問45より） 

問 41 障がいがあることで差別や嫌な思いをした経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問 44 障害者差別解消法の認知状況 問 45 障害者虐待防止法の認知状況 
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名前も内容も

知っている

27.7%

聞いたことが

あるが、

内容は知らない

35.2%

名前も内容も

知らない

26.6%

無回答

10.5%

全体 n=1,003

利用したい

7.3%

利用したくない

27.3%

わからない

54.3%

無回答

11.1%

全体 n=1,003

成年後見制度の認知状況についてみると、「聞いたことがあるが、内容は知らない」

（35.2%）、「名前も内容も知らない」（26.6％）と回答した方で約６割を占め、「名前

も内容も知っている」と回答した方は27.7％となっています。さらに、成年後見制度

の利用意向をみると、「わからない」（54.3％）の割合が最も高く、次いで「利用した

くない」（27.3％）となり、「利用したい」と回答した方はわずか7.3％にとどまってい

ます。（問42・問43より） 

 問 42 成年後見制度の認知状況 問 43 成年後見制度の利用意向 
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５ ヒアリング結果 

（１）各団体の現状と課題 
 

団体名称 現  状 課  題 

弥富市身体障害者 

福祉会 

愛身連、スポーツ大会、カ

ローリング大会、カラオケ、

愛知県身体障がい者相談員

協議会など会員のメンバー

として参加。 

●高齢者が多く移動が難しいため、機能回

復訓練を近場にて開催し、場所がマンネ

リ化している。 

●現在はコロナウイルスの関係で、行事が

中々できない。 

●手帳保持者の情報が入らないため、会へ

の勧誘が難しい。 

●会員メンバーの高齢化が進行している

が、若い人を勧誘することが難しい。 

弥富市心身障害児

（者）父母の会 

「ひまわり会」 

創立時から基金として、バ

ザーやアルミ缶収集などで

集まった資金を子どものた

めに貯めている。 

●会員の高齢化が進み、会としての活動が

難しく、存続への危機感がある。 

●相談窓口や行政の理解が向上している

ものの、地域からの差別・偏見が未だに

ある。 

●色々なグループができているためか、会

員が集まらない。 

●グループホームの建設に際し、地域から

反対を受けるなど、障がい者に対しての

理解がされていないため、入所をためら

う人がいる。 

●若い人たちのグループの存在は知って

いるが、どのような現状なのか分からな

い。 

きんぎょ草 

毎月、定例会「きんぎょ草」

を開催し、年６回（奇数月）

茶話会「なごみの会」を開

催。 

●精神保健福祉ボランティアの高齢化。 

●活動人数の減少。（立上当時 20名→現在

６名） 

●ボランティア養成講座を開催したが、参

加者が集まらない。 

●ボランティアとして形に残るものがな

いので、達成感を感じにくい。 
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団体名称 現  状 課  題 

点訳の「ありんこ」 

●第１・３金曜日例会を開

催、年１回海部津島点訳

ボランティア交流会を開

催。 

●広報・議会だより・やと

みの福祉等を点訳し、製

本・利用者に配布。 

●市内小中学校の福祉実践

教室への参加。 

●春まつり・健康フェス

ティバルに参加し、啓発

活動などを行っている。 

●会員の高齢化に伴い、若い人に点訳者と

して参加してもらう手段がない。 

●持続的な活動ができる環境づくり。 

●点訳プリントをいかに多くの人に利用

してもらうか。 

●点訳ボランティアの活動を市民のみな

らず行政職員も知らない人が多い。 

●福祉実践教育について、学校側の指針が

子どもたちに伝わっていない。 

●全体的に視覚障がい者に対する配慮が

足りない。 

でこぼこクラブ 

保護者定例会（年４回）、勉

強会（年２回）、総会（２年

に１回：必要に応じて）、親

子・家族交流を中心とした

イベント活動。 

●会員の年齢層が幅広く、問題点は多岐に

わたり、問題共有が図りにくい。 

●福祉サービスや年金制度、防災などの情

報がなく、弥富市の現状が分かりにく

い。 

すっこっこの会 

月１、２回の会合と発育促

進運動。イベント（クリス

マス会、ハロウィン、節分

など） 

●市の仕事内容の変化が見えない。 

株式会社 U-Say 

ガジュマル 

●利用者 21名 

●自動車用部品の加工 

●輸入食品の検品 

●食品や化粧品の箱詰め 

●40～50代が多く、女性の割合が高い。 

弥富音訳の会 

●弥富市の情報（広報・議

会だより・やとみの福

祉・あま南部）をＣＤや

テープに録音し、視覚障

がい者に提供している。 

●福祉センターのロビー、

図書館に弥富市のホーム

ページの「声のたより」

や「ＦＭななみ」にＣＤ

の提供を行っている。 

●東海音訳学習会に年６回

参加、福祉実践教室への

協力。 

●リウマチ患者へリウマチ

友の会情報誌・ラジオ体

操の音訳、ＣＤ提供。 

●リスナーの高齢化が進み、ＣＤを提供す

る件数が減ってきている。新規で提供し

たいが、視覚障がい者の情報を得ること

が難しい。 

●今使用している録音用ＰＣが古くなり、

不具合がある。 

●会員が高齢化している。 
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団体名称 現  状 課  題 

手話サークル 

“やとみ” 

●海部津島手話サークル連

絡会に加入し、海部津島

聴覚障害者協会とともに

活動。 

●第１～４火曜日夜定例会

（ろう者との交流） 

●弥富市ボランティア連絡

協議会に加入し、弥富市

社会福祉協議会の行事に

参加協力。 

●手話人口が中々増えない。 

●弥富市として条例を制定し、ろう者が市

民の一員として情報が保障され、ろう者

が困らない弥富市になる準備を始めて

ほしい。 

株式会社主人公 

（風の子びれっじ、

風の子スクエア） 

●平成 19年２月設立（福祉

サービス事業・就労Ｂ・

生活介護・障害児通所支

援事業） 

●利用者 173名（内、弥富

市在住者 84名） 

●障がい児の利用者はセル

フプランが圧倒的に多い

（106名の内、77名） 

●密になりやすいので、コロナ対策のた

め、活動ストップ。 

●事業所内仕切り、外での活動を模索して

いる。 

●家から出てはいけないという心理的不

安がある。 
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（２）各団体の要望・提案 
 

団体名称 要望・提案 

弥富市身体障害者 

福祉会 

●災害発生時、高齢者の避難状況や被災状況は報道で情報を得ることが

できるが、障がい者についてはどのような状況で避難所を利用できる

かの情報がないため知りたい。 

●避難所を運営するにあたって、地域で協力しあうべきである。 

●人材不足の解消に、生活保護受給者に障がいや介護の知識を勉強して

もらい、働き手としてはどうか。 

●社会全体で協力しあえる環境づくりが望ましい。 

弥富市心身障害児

（者）父母の会 

「ひまわり会」 

●グループホームへの入所希望者が多く、第２、第３のグループホーム

の建設をお願いしたい。 

●重度障がい者を受け入れてくれるグループホームを作ってほしい。 

●将来、一生自宅で暮らしていけるように、24時間サポートをする体制

があると良い。 

●小さいころからの福祉教育を充実させ、障がい者に対する差別や偏見

をなくしてほしい。 

●障がい者やその家族など、隔離が難しい人たちがコロナウイルスに感

染した場合の病院の対応を知りたい。 

●災害時の対策について、一宮市社会福祉協議会が作成しているような

障がい者向けの災害対策ノートがあると良い。 

きんぎょ草 

●障がい者が過ごせる場所の確保。 

●障がい者（精神障がいの人）の働く場所の確保。 

●障がい者（精神障がいの人）が安心して暮らせる弥富市にしてほしい。 

点訳の「ありんこ」 

●点訳者の養成を行ってほしい。 

●「ボランティア＝無料」という意識が強いが、ボランティアの有料化

も進んでいるので、その点も考慮してほしい。 

●点字についての情報発信を行ってほしい。 

●市役所で福祉の専門職の雇用を希望。 

●福祉実践教育において、子どもたちに事前教育・振り返り授業をして、

もう少しノーマライゼーションの精神の理念を理解する工夫をして

ほしい。 

●市役所から視覚障がい者宅への郵便物に、どこの課からの発信か分か

るように点字表示してほしい。また、金融機関などでの手続きで視覚

障がい者に対する配慮をしてほしい。 
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団体名称 要望・提案 

でこぼこクラブ 

●支援員や相談事業の充実。 

●将来的な生活の場として、グループホーム以外の選択肢を増やしてほ

しい。また、このような情報を得る方法が知りたい。 

●福祉計画を弥富市のホームページからダウンロードしてまで見るか

が疑問。福祉団体などに概略を発信してはどうか。 

●避難行動要支援者名簿について、登録するには具体的に書く必要があり、

登録できない。持病一つでもハードルが高く感じる。地域には、ヘルプ

マークのような目印程度で伝えられるマークなどがあると良い。 

●市民アンケートについて、「台風や震度３くらいの地震においても家

屋倒壊などの恐怖を感じる」や「自力で避難所まで行くのが困難」な

どの選択肢だけではなく、「２階への垂直避難であっても困難」「停電

があった場合困難」「可能であれば引っ越しがしたい」などのもっと

角度を変えた内容にしてはどうか。 

すっこっこの会 

●障がい児（障がい者）だけの福祉活動ではなく、いろんな市民と関わ

り合いが取れる場所を作ってほしい。（それが私たちのイベントにボ

ランティアさんを募集してもらうこと。） 

●いろんな障がいの特性などを、市民に知ってもらう活動をしてほし

い。（人工呼吸の講習のような感じで） 

●三年に一度のヒアリングかと思いますが、先回のヒアリングで改善さ

れたこと、提案を聞き入れたことを教えてほしい。 

●市役所職員に活動の現場へ足を運んでもらい、現場を知ったうえで

どんな支援ができるのかお互いに共有したい。 

株式会社 U-Say 

ガジュマル 

●障がいを持っている人を紹介してほしい。 

●弥富市からの仕事を請け負わせてほしい。（入札がないようなもの。） 

●事業所見学を気軽にしてほしい。 

●弥富市内で様々な生産者・金魚組合などの人材確保の会合などを開い

てほしい。 

●利用者の高齢化も進んでおり、グループホームの情報提供をしてほし

い。 

弥富音訳の会 

●障がい者だけではなく、日本語の読めない外国人に「声」で情報を届

けるのはどうか。 

●リスナーの幅を広げるため、対象者の情報提供をお願いしたい。 

●録音用ＰＣの購入の検討を。 

●若年層の会員獲得の協力してほしい。 

●災害時、障がいのある人に第三者が手助けできるように、どこに不自

由さがあるか知らせることはできないか。 

●同じ障がいを持った人たちが集える機会・場所があると良い。 
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団体名称 要望・提案 

手話サークル 

“やとみ” 

●手話奉仕員養成講座の修了者に活動の機会提供や弥富市・弥富市社

会福祉協議会の行事への参加について働きかけをしてほしい。 

●災害時のろう者に対する情報保障の充実。 

●聴覚障がい者が生まれた世帯に対するサポート体制のマニュアル化。 

●市民に対し、補聴器や人工内耳に対する正しい理解の周知。 

●聴覚障がい児等への手話対応可能な放課後デイサービスのシステム

の構築。 

●ろう高齢者が在宅で介護サービスを受けられるような体制作り。 

●ろう者の相談場所。 

●手話サークルの定例会を開いている福祉センターに、緊急時の情報

伝達装置の設置。 

●名鉄・ＪＲ弥富駅は文字情報がなく、伝達装置がないので、必要で

ある旨の働きかけをお願いしたい。 

●ろう者が手話と口形で情報を得ている中、コロナ禍でマスク使用によ

り、口形が見えない状況である。手話対応が不可能な場合、イラスト

化・文字化で質問内容を伝えるように周知をお願いしたい。 

株式会社主人公 

（風の子びれっじ、 

風の子スクエア） 

●就学、進学、就職の過程で幅広い関係者が一堂に会する拡大サービ

ス担当者会議の創出。 

●地域にどのような資源があるか、何をやっているところか、困った

ときにどこに相談したらいいかを公民問わずに掲載できる webサイ

トの作成。紹介パンフレットの作成。 

●課題や情報共有のため、海部南部自立支援協議会に「就労（生活）

支援部会」の設置。 

●児童館等の公的施設で使用できる玩具、エリア等の年齢制限及び

ルールの柔軟化。 

●高次脳機能障がいや社会的ひきこもり、不登校、触法障がい者等の

新たな課題に対する研修の実施。 

●災害時に避難行動要支援者ごとの支援計画作成会議の開催。 

●障がい児の保護者向け支援の充実。 

●支援品質を保つための現場調査。（書類調査でなく現場の訪問調査を。） 

●社会参加の拡大のために、きんちゃんバスの障がい者と付き添いの

無料化。 

●事業所から学校に出向いて実践発表を行い、学校で「違いを認め合

う学習会」を提案したい。 

●きんちゃん電子連絡帳を障がい福祉関係版として活用できないか。 

●災害時に備えて市と福祉事業所間で訓練、シミュレーション。福祉

避難所の利用シミュレーション訓練開催。 

●福祉避難所として認めてほしい。 

●市役所内の仕事で掃除や物品販売。 

●障がい児及び関係者と地域の様々な任意団体との交流機会の創出。 
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